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第 1 号 平成28年度徳島県一般会計補正予算（第2号）

平成28年度徳島県一般会計の補正予算（第2号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ18，241，497千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ506，053，665千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第2条 債務負担行為の追加は，「第2表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第3条 地方債の変更は，「第3表地方債補正」による。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

7 分 担 金 及 び 負 担 金 759，072 206，237 965，309

1 分 担 金 269，205 151，737 420，942

2 負 担 金 489，867 54，500 544，367

8 使 用 料 及 び 手 数 料 6，313，746 1，966 6，315，712

2 手 数 料 1，645，557 1，966 1，647，523

千円 千円 千円

第1号 平成28年度徳島県一般会計補正予算（第2号）
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9 国 庫 支 出 金 59，276，914 5，754，678 65，031，592

1 国 庫 負 担 金 31，197，562 1，659，452 32，857，014

2 国 庫 補 助 金 26，379，082 4，094，626 30，473，708

3 委 託 金 1，700，270 600 1，700，870

10 財 産 収 入 1，715，979 2，246 1，718，225

1 財 産 運 用 収 入 593，136 2，246 595，382

11 寄 附 金 123，150 700，000 823，150

1 寄 附 金 123，150 700，000 823，150

12 繰 入 金 82，614，700 1，801，049 84，415，749

2 基 金 繰 入 金 18，315，148 1，801，049 20，116，197

13 繰 越 金 1，718，986 4，617，946 6，336，932

1 繰 越 金 1，718，986 4，617，946 6，336，932

14 諸 収 入 17，141，214 16，375 17，157，589

8 雑 入 4，355，738 16，375 4，372，113

15 県 債 56，913，000 5，141，000 62，054，000

1 県 債 56，913，000 5，141，000 62，054，000

歳 入 合 計 487，812，168 18，241，497 506，053，665

初校
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 26，105，546 4，798，818 30，904，364

1 総 務 管 理 費 12，622，652 4，014，500 16，637，152

2 企 画 費 4，092，993 60，000 4，152，993

6 防 災 費 3，759，143 724，318 4，483，461

3 民 生 費 62，052，202 355，058 62，407，260

1 社 会 福 祉 費 45，522，202 188，395 45，710，597

2 児 童 福 祉 費 11，175，022 166，663 11，341，685

4 衛 生 費 23，801，041 3，010，926 26，811，967

1 公 衆 衛 生 費 6，099，641 7，000 6，106，641

2 環 境 衛 生 費 3，167，955 6，788 3，174，743

3 保 健 所 費 1，339，709 15，876 1，355，585

4 医 薬 費 5，531，634 2，981，262 8，512，896

6 農 林 水 産 業 費 32，691，557 3，083，637 35，775，194

1 農 業 費 5，096，873 4，000 5，100，873

4 農 地 費 10，526，340 1，622，837 12，149，177

千円 千円 千円

初校
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5 林 業 費 11，910，290 1，243，800 13，154，090

6 水 産 業 費 2，503，322 213，000 2，716，322

8 土 木 費 47，088，503 6，969，894 54，058，397

1 土 木 管 理 費 4，225，689 20，000 4，245，689

2 道 路 橋 り ょ う 費 22，172，207 3，140，644 25，312，851

3 河 川 海 岸 費 12，787，420 3，419，500 16，206，920

4 港 湾 費 3，339，004 208，250 3，547，254

5 都 市 計 画 費 3，451，906 177，500 3，629，406

6 住 宅 費 1，112，277 4，000 1，116，277

9 警 察 費 21，287，362 3，140 21，290，502

1 警 察 管 理 費 18，859，835 3，140 18，862，975

10 教 育 費 86，693，545 20，024 86，713，569

1 教 育 総 務 費 14，397，252 11，100 14，408，352

4 高 等 学 校 費 19，765，652 8，924 19，774，576

歳 出 合 計 487，812，168 18，241，497 506，053，665

初校
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第2表 債務負担行為補正

1 追 加

事 項 期 間 限 度 額

中央構造線活断層帯直下型地震・被害想定策定業務委託契約 平 成 29 年 度 6，000千円

第3表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

児 童 福 祉 事 業 5，000 17，000

農 地 事 業 2，154，000 2，803，000

林 業 治 山 事 業 2，182，000 2，782，000

水 産 事 業 695，000 788，000

道 路 橋 り ょ う 事 業 7，875，000 9，485，000

河 川 海 岸 事 業 5，685，000 7，629，000

港 湾 事 業 1，040，000 1，190，000

都 市 計 画 事 業 1，241，000 1，316，000

高 等 学 校 整 備 事 業 1，975，000 1，983，000

千円 千円
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計 56，913，000 62，054，000
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第 2 号 平成28年度徳島県流域下水道事業特別会計補正予算（第1号）

平成28年度徳島県流域下水道事業特別会計の補正予算（第1号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ50，500千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ1，121，867千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第2条 地方債の変更は，「第2表地方債補正」による。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 流 域 下 水 道 事 業 収 入 1，071，367 50，500 1，121，867

1 分 担 金 及 び 負 担 金 289，949 12，500 302，449

2 国 庫 支 出 金 206，000 25，000 231，000

4 県 債 185，000 13，000 198，000

歳 入 合 計 1，071，367 50，500 1，121，867

第2号 平成28年度徳島県流域下水道事業特別会計補正予算（第1号）

初校

千円 千円 千円
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 流 域 下 水 道 事 業 費 1，071，367 50，500 1，121，867

1 旧吉野川流域下水道事業費 1，071，367 50，500 1，121，867

歳 出 合 計 1，071，367 50，500 1，121，867

第2表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

旧 吉 野 川 流 域 下 水 道 事 業 185，000 198，000

初校

千円 千円 千円
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旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

旅 館 業 法 施 行 条 例 （ 昭 和 五 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 二 条 第 一 号 中 「 玄 関 、 帳 場 」 を 「 玄 関 帳 場 」 に 、 「 設 備 」 を 「 設 備 （ イ に お い て 「 玄 関 帳 場 等 」 と い う 。 ） 」 に 改 め 、 同 号 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。

た だ し 、 宿 泊 者 の 数 を 十 人 未 満 と し て 法 第 三 条 第 一 項 の 許 可 の 申 請 が な さ れ た 施 設 で あ つ て 、 次 の 要 件 を 満 た す も の に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

イ 玄 関 帳 場 等 に 代 替 す る 機 能 を 有 す る 設 備 を 設 け る こ と そ の 他 善 良 の 風 俗 の 保 持 を 図 る た め の 措 置 が 講 じ ら れ て い る こ と 。

ロ 事 故 が 発 生 し た と き そ の 他 の 緊 急 時 に お け る 迅 速 な 対 応 の た め の 体 制 が 整 備 さ れ て い る こ と 。

第 十 二 条 第 二 号 イ に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。

た だ し 、 宿 泊 者 の 数 を 十 人 未 満 と し て 法 第 三 条 第 一 項 の 許 可 の 申 請 が な さ れ た 施 設 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

第 十 二 条 第 二 号 中 ハ を 削 り 、 ニ を ハ と し 、 同 号 ホ 中 「 個 室 が 」 を 「 多 数 人 で 共 用 し な い 客 室 が 」 に 、 「 個 室 の 延 べ 床 面 積 は 、 客 室 の 延 べ 床 面 積 に 対 し て 」 を

「 当 該 客 室 の 床 面 積 の 合 計 は 、 全 て の 客 室 の 床 面 積 の 合 計 の 」 に 改 め 、 同 号 ホ を 同 号 ニ と す る 。

第 十 四 条 第 一 項 第 二 号 中 「 旅 館 業 法 施 行 令 」 を 「 政 令 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 第 一 号 中 「 シ ヤ ワ ー 室 」 を 「 シ ャ ワ ー 室 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

第 三 号

旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 三 号 旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

初校
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提 案 理 由

旅 館 業 法 施 行 令 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 鑑 み 、 簡 易 宿 所 営 業 の 施 設 の 構 造 設 備 の 基 準 を 緩 和 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校
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行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 （ 平 成 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 五 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 中 十 の 項 を 十 一 の 項 と し 、 七 の 項 か ら 九 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 六 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

七 知 事 不 妊 治 療 に 要 す る 費 用 の 助 成 に 関 す る 事 務 で あ っ て 規 則 で 定 め る も の

附 則

こ の 条 例 は 、 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 二 十 七 号 ） 附 則 第 一 条 第 五 号 に 掲 げ る 規 定 の 施

行 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

県 民 の 利 便 性 の 向 上 及 び 行 政 事 務 の 効 率 化 に 資 す る た め 、 個 人 番 号 を 利 用 す る こ と が で き る 事 務 の 範 囲 を 拡 大 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す

る 理 由 で あ る 。

第 四 号

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の

よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 四 号 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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徳 島 県 長 期 継 続 契 約 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 長 期 継 続 契 約 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

本 則 中 第 六 号 を 第 七 号 と し 、 第 二 号 か ら 第 五 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 一 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

二 医 療 の 提 供 に 必 要 な 物 品 の 借 入 れ の 契 約

本 則 に 次 の 六 号 を 加 え る 。

八 受 付 案 内 の 業 務 の 委 託 契 約

九 給 食 の 業 務 の 委 託 契 約

十 医 療 事 務 、 院 内 保 育 所 の 運 営 又 は 医 療 の 提 供 に 必 要 な 業 務 の 委 託 契 約

十 一 放 置 車 両 の 確 認 及 び 標 章 の 取 付 け の 業 務 の 委 託 契 約

十 二 運 転 免 許 証 更 新 時 講 習 又 は 違 反 者 講 習 に 関 す る 業 務 の 委 託 契 約

十 三 自 動 車 保 管 場 所 の 現 地 調 査 の 業 務 の 委 託 契 約

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

第 五 号

徳 島 県 長 期 継 続 契 約 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 長 期 継 続 契 約 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 五 号 徳 島 県 長 期 継 続 契 約 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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提 案 理 由

県 の 事 務 事 業 に お け る 業 務 内 容 の 多 様 化 、 外 部 委 託 の 進 展 等 に よ り 、 翌 年 度 以 降 に わ た り 契 約 を 締 結 し な け れ ば 当 該 契 約 に 係 る 事 務 の 取 扱 い に 支 障 を 及 ぼ す

契 約 が 増 加 し て い る こ と に 鑑 み 、 長 期 継 続 契 約 を 締 結 す る こ と が で き る 契 約 の 対 象 を 拡 大 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 税 条 例 （ 昭 和 二 十 五 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 十 一 条 第 一 項 た だ し 書 中 「 た だ し 」 の 下 に 「 、 第 四 号 」 を 加 え 、 同 項 第 五 号 中 「 自 動 車 に 」 を 「 自 動 車 の う ち 、 身 体 障 害 者 等 の 日 常 生 活 に 不 可 欠 で あ る

と 知 事 が 認 め る も の に 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 時 に 」 を 「 際 に 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 戦 傷 病 者 手 帳 ） 」 の 下 に 「 （ 以 下 単 に 「 身 体 障 害 者 手 帳 」 と い う 。 ） 」

を 、 「 療 育 手 帳 」 の 下 に 「 （ 以 下 「 療 育 手 帳 」 と い う 。 ） 」 を 、 「 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 」 の 下 に 「 （ 以 下 「 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 」 と い う 。 ） 」 を 加 え 、 同 条 に

次 の 一 項 を 加 え る 。

4 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 自 動 車 取 得 税 の 減 免 を 受 け よ う と す る 者 は 、 第 二 項 の 申 告 書 を 提 出 す る 際 に 、 規 則 で 定 め る 場 合 を 除 き 、 身 体 障 害 者 手 帳 、 療 育

手 帳 又 は 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 を 提 示 し な け れ ば な ら な い 。

第 五 十 三 条 第 二 項 中 「 普 通 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る も の に あ つ て は 毎 年 度 納 期 限 前 七 日 ま で に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る も の に あ つ て は 第

四 十 九 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ つ て 証 紙 を も つ て そ の 税 金 を 払 い 込 む こ と と さ れ て い る 際 」 を 「 当 該 年 度 の 二 月 末 日 ま で 」 に 、 「 規 則 に 」 を 「 規 則 で 」 に 改 め 、

「 身 体 障 害 者 福 祉 法 第 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 交 付 さ れ た 」 、 「 （ 戦 傷 病 者 特 別 援 護 法 第 四 条 の 規 定 に よ り 戦 傷 病 者 手 帳 の 交 付 を 受 け て い る 者 で 身 体 障 害 者 手

帳 の 交 付 を 受 け て い な い も の に あ つ て は 、 戦 傷 病 者 手 帳 ） 」 、 「 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る と こ ろ に よ り 交 付 さ れ た 」 及 び 「 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法

律 第 四 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 交 付 さ れ た 」 を 削 り 、 同 条 第 三 項 中 「 前 項 の 」 を 「 第 二 項 の 規 定 に よ る 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 四 項 と し 、 同 条 第 二 項 の 次 に

次 の 一 項 を 加 え る 。

3 第 一 項 の 規 定 に よ り 自 動 車 税 を 減 免 す る こ と が で き る 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 額 を 限 度 と す る 。

一 普 通 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 期 限 ま で に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 第 四 十 九 条 の 二 第 一 項 の

第 六 号

徳 島 県 税 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 六 号 徳 島 県 税 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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規 定 に よ つ て 税 金 を 払 い 込 む べ き 日 ま で に 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 場 合 規 則 で 定 め る 額

二 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 前 号 に 定 め る 額 を 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 月 の 翌 月 か ら 規 則 で 定 め る と こ

ろ に よ り 月 割 を も つ て 計 算 し た 額

イ 自 動 車 税 の 賦 課 期 日 以 後 に 第 一 項 に 該 当 す る こ と と な つ た 場 合

ロ 普 通 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 期 限 後 に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 付 が あ つ た 日 後 に 前 項

の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 場 合

第 五 十 三 条 の 二 第 一 項 中 「 自 動 車 に 」 を 「 自 動 車 の う ち 、 身 体 障 害 者 等 の 日 常 生 活 に 不 可 欠 で あ る と 認 め る も の に 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 普 通 徴 収 の 方 法

に よ つ て 徴 収 さ れ る も の に あ つ て は 毎 年 度 納 期 限 前 七 日 ま で に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る も の に あ つ て は 第 四 十 九 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ つ て 証 紙

を も つ て そ の 税 金 を 払 い 込 む こ と と さ れ て い る 際 」 を 「 当 該 年 度 の 二 月 末 日 ま で 」 に 、 「 提 出 し な け れ ば な ら な い 」 を 「 提 出 す る と と も に 、 規 則 で 定 め る 場 合

を 除 き 、 身 体 障 害 者 手 帳 、 療 育 手 帳 又 は 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 を 提 示 し な け れ ば な ら な い 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

3 第 一 項 の 規 定 に よ り 自 動 車 税 を 減 免 す る こ と が で き る 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 額 を 限 度 と す る 。

一 普 通 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 期 限 ま で に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 第 四 十 九 条 の 二 第 一 項 の

規 定 に よ つ て 税 金 を 払 い 込 む べ き 日 ま で に 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 場 合 当 該 自 動 車 に 係 る 自 動 車 税 の 額

二 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 前 号 に 定 め る 額 を 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 月 の 翌 月 か ら 規 則 で 定 め る と こ

ろ に よ り 月 割 を も つ て 計 算 し た 額

イ 自 動 車 税 の 賦 課 期 日 以 後 に 第 一 項 に 該 当 す る こ と と な つ た 場 合

ロ 普 通 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 期 限 後 に 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ つ て 徴 収 さ れ る 自 動 車 税 に あ つ て は 納 付 が あ つ た 日 後 に 前 項

の 規 定 に よ る 申 請 書 等 の 提 出 及 び 身 体 障 害 者 手 帳 等 の 提 示 が あ つ た 場 合

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 九 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

身 体 障 害 者 等 に 対 す る 自 動 車 取 得 税 及 び 自 動 車 税 の 減 免 措 置 等 に つ い て 、 税 負 担 の 公 平 を 図 る た め 、 減 免 す る こ と が で き る 額 の 上 限 を 定 め る と と も に 、 減 免

の 適 正 な 実 施 及 び 減 免 の 申 請 を す る 者 の 負 担 の 軽 減 を 図 る た め 、 減 免 の 対 象 及 び 申 請 手 続 に つ い て 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す
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る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 推 進 条 例

目 次
前 文

第 一 章 総 則 （ 第 一 条 ― 第 七 条 ）

第 二 章 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 基 本 方 針 等 （ 第 八 条 ― 第 十 三 条 ）

第 三 章 気 候 変 動 の 緩 和 に 係 る 対 策

第 一 節 県 民 生 活 に 係 る 対 策

第 一 款 家 庭 生 活 等 及 び 事 業 活 動 に 係 る 配 慮 （ 第 十 四 条 ― 第 二 十 四 条 ）

第 二 款 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 （ 第 二 十 五 条 ― 第 三 十 条 ）

第 三 款 建 築 物 に 係 る 配 慮 （ 第 三 十 一 条 ― 第 三 十 五 条 ）

第 四 款 交 通 及 び ま ち づ く り に 係 る 配 慮 （ 第 三 十 六 条 ― 第 四 十 一 条 ）

第 二 節 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 に 係 る 対 策 （ 第 四 十 二 条 ― 第 四 十 五 条 ）

第 三 節 森 林 等 に よ る 吸 収 作 用 の 保 全 等 に 係 る 対 策 （ 第 四 十 六 条 ― 第 四 十 九 条 ）

第 四 節 フ ロ ン 類 の 排 出 の 抑 制 等 に 係 る 対 策 （ 第 五 十 条 ・ 第 五 十 一 条 ）

第 四 章 気 候 変 動 へ の 適 応 に 係 る 対 策

第 一 節 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 基 本 的 施 策 （ 第 五 十 二 条 ・ 第 五 十 三 条 ）

第 七 号

徳 島 県 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 推 進 条 例 の 制 定 に つ い て

徳 島 県 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 推 進 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 七 号 徳 島 県 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 推 進 条 例 の 制 定 に つ い て
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第 二 節 県 民 等 の 理 解 の 促 進 等 及 び 調 査 研 究 （ 第 五 十 四 条 ・ 第 五 十 五 条 ）

第 五 章 環 境 教 育 等 の 推 進 （ 第 五 十 六 条 ― 第 五 十 九 条 ）

第 六 章 先 導 的 な 技 術 の 活 用 及 び 先 駆 的 な 取 組 の 実 施 等 （ 第 六 十 条 ― 第 六 十 二 条 ）

第 七 章 雑 則 （ 第 六 十 三 条 ― 第 六 十 八 条 ）

第 八 章 罰 則 （ 第 六 十 九 条 ）

附 則
地 球 の 誕 生 か ら 今 日 ま で 、 四 十 六 億 年 と い う 長 い 歴 史 の 中 で 、 地 球 上 で は 、 多 種 多 様 な 生 命 や 美 し く 雄 大 な 自 然 が 脈 々 と 受 け 継 が れ 、 こ と に 本 県 に お い て は 、

美 し い 海 、 濃 い 緑 に 包 ま れ た 山 々 、 豊 か な 清 流 な ど の 豊 潤 な 自 然 環 境 に 囲 ま れ 、 そ の 恵 み を 享 受 し て き た 。

し か し な が ら 、 人 類 が 化 石 燃 料 に 依 存 し 、 エ ネ ル ギ ー を 大 量 に 消 費 し て き た 結 果 、 近 年 、 世 界 の 平 均 気 温 は 上 昇 を 続 け 、 世 界 各 地 に お い て 豪 雨 や 干 ば つ 、 生

息 地 の 喪 失 に よ る 生 態 系 の 変 化 な ど が 発 生 し て い る と と も に 、 近 い 将 来 、 食 糧 危 機 や 健 康 被 害 を は じ め と す る 更 な る 被 害 を も た ら す 危 険 性 が 増 大 し て お り 、 気

候 変 動 は 、 人 類 を 含 む 自 然 界 全 体 を 大 き く 揺 る が す 重 大 な 脅 威 と な っ て い る 。

折 し も 、 平 成 二 十 七 年 十 二 月 、 国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 第 二 十 一 回 締 約 国 会 議 に お い て 、 こ の 差 し 迫 る 危 機 的 状 況 を 打 破 す べ く 、 歴 史 上 初 め て 、 百 九 十 六 の 国

及 び 地 域 の 全 て が 協 調 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 削 減 な ど の た め の 新 た な 国 際 的 枠 組 み で あ る パ リ 協 定 が 採 択 さ れ 、 二 十 一 世 紀 後 半 に は 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を

実 質 的 に ゼ ロ と す る こ と を 目 指 す 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け 、 世 界 が 第 一 歩 を 踏 み 出 し た 。

気 候 変 動 は 、 国 境 を 越 え 、 世 界 の 国 々 が 一 丸 と な っ て 取 り 組 む べ き 問 題 で あ る 一 面 、 気 候 変 動 の 要 因 の 多 く は 、 私 た ち の 生 活 及 び 生 産 の 様 式 の あ り 方 な ど 人

の 活 動 そ の も の に あ り 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 は 、 私 た ち 一 人 一 人 の 行 動 い か ん に か か っ て い る 。 そ し て 、 今 こ そ が 、 気 候 変 動 の 脅 威 に 立 ち 向 か う た め 行 動 を 起 こ

す と き で あ り 、 百 年 後 に 人 類 が 存 続 し う る か 否 か の 大 き な 分 岐 点 に 差 し 掛 か っ て い る 。

そ こ で 、 本 県 に お い て は 、 豊 富 な 森 林 資 源 や 多 様 な 生 態 系 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 生 み 出 す 潜 在 力 な ど の 地 域 資 源 を 最 大 限 に 活 用 す る と と も に 、 県 民 や 事 業

者 を は じ め と す る あ ら ゆ る 主 体 が 気 候 変 動 対 策 の 推 進 役 と な り 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け 、 環 境 首 都 と し て の 進 取 の 気 概 を 持 ち 、 本 県 こ そ が こ の 危 機 を 救 う べ

け ん

く 、 地 球 規 模 で の 気 候 変 動 対 策 を 牽 引 し て い く こ と を 強 く 決 意 し て 、 こ の 条 例 を 制 定 す る 。

第 一 章 総 則

（ 目 的 ）

第 一 条 こ の 条 例 は 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 の 推 進 に 関 し 、 基 本 理 念 を 定 め 、 並 び に 県 、 県 民 及 び 事 業 者 の 責 務 を 明 ら か に す る と と も に 、 気

候 変 動 対 策 に 関 す る 基 本 方 針 の 策 定 そ の 他 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 県 、 県 民 、 事 業 者 等 が 相 互 に 連 携 し 、 一 体 と な っ て 気 候 変 動 対 策 の 推 進 を 図 り 、

も っ て 将 来 の 県 民 に 良 好 な 環 境 を 継 承 す る こ と を 目 的 と す る 。
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（ 定 義 ）

第 二 条 こ の 条 例 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

一 気 候 変 動 地 球 の 大 気 の 組 成 を 変 化 さ せ る 人 の 活 動 に 直 接 又 は 間 接 に 起 因 す る 気 候 の 変 化 で あ っ て 、 比 較 可 能 な 期 間 に お い て 観 測 さ れ る 気 候 の 自 然 な 変

動 に 対 し て 追 加 的 に 生 ず る も の を い う 。

二 気 候 変 動 対 策 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 並 び に 吸 収 作 用 の 保 全 及 び 強 化 （ 以 下 「 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 」 と い う 。 ） そ の 他 の 気 候 変 動 の 緩 和 を

図 る た め の 施 策 又 は 取 組 並 び に 気 候 変 動 へ の 適 応 （ 気 候 変 動 の 影 響 に 適 切 に 対 処 す る こ と を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 図 る た め の 施 策 又 は 取 組 を い う 。

三 脱 炭 素 社 会 化 石 燃 料 （ 原 油 、 石 油 ガ ス 、 可 燃 性 天 然 ガ ス 及 び 石 炭 並 び に こ れ ら か ら 製 造 さ れ る 燃 料 を い う 。 ） の 消 費 等 に 伴 い 発 生 す る 温 室 効 果 ガ ス の

排 出 を 可 能 な 限 り 削 減 し 、 そ の 排 出 量 と 自 然 界 の 温 室 効 果 ガ ス の 吸 収 量 と の 均 衡 を 図 る こ と に よ り 、 気 候 に 悪 影 響 を 及 ぼ さ な い 水 準 で 大 気 中 の 温 室 効 果 ガ

ス 濃 度 を 安 定 化 さ せ る と と も に 、 生 活 の 豊 か さ を 実 感 し 、 及 び 経 済 の 持 続 的 な 成 長 を 実 現 で き る 社 会 を い う 。

四 温 室 効 果 ガ ス 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 年 法 律 第 百 十 七 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 三 項 に 規 定 す る 温 室 効 果 ガ ス を い う 。

五 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 人 の 活 動 に 伴 っ て 発 生 す る 温 室 効 果 ガ ス を 大 気 中 に 排 出 し 、 放 出 し 、 若 し く は 漏 出 さ せ 、 又 は 他 人 か ら 供 給 さ れ た 電 気 若 し く は 熱

（ 燃 料 又 は 電 気 を 熱 源 と す る も の に 限 る 。 ） を 使 用 す る こ と を い う 。

六 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 太 陽 光 、 風 力 そ の 他 規 則 で 定 め る も の を 利 用 し て 得 る こ と が で き る エ ネ ル ギ ー を い う 。

七 水 素 エ ネ ル ギ ー 水 素 を 利 用 し て 得 る こ と が で き る エ ネ ル ギ ー を い う 。

（ 基 本 理 念 ）

第 三 条 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 の 推 進 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 基 本 理 念 と し て 行 わ れ な け れ ば な ら な い 。

一 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 実 施 す る こ と 。

二 あ ら ゆ る 主 体 が 、 そ れ ぞ れ の 立 場 に お い て 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 自 主 的 か つ 積 極 的 に 行 う こ と が で き る よ う 、 県 を 挙 げ

て 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 社 会 的 気 運 を 醸 成 す る こ と 。

三 気 候 変 動 対 策 の 推 進 に 資 す る 地 域 に 存 す る 多 様 な 資 源 を 有 効 に 活 用 す る と と も に 、 気 候 変 動 対 策 を 通 じ 、 地 域 に お け る 課 題 の 解 決 に 貢 献 す る こ と 。

（ 県 の 責 務 ）

第 四 条 県 は 、 前 条 に 規 定 す る 基 本 理 念 （ 以 下 「 基 本 理 念 」 と い う 。 ） に の っ と り 、 総 合 的 か つ 計 画 的 な 気 候 変 動 対 策 を 策 定 し 、 及 び 実 施 す る と と も に 、 そ の

事 務 及 び 事 業 に 関 し 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 率 先 し て 実 施 し な け れ ば な ら な い 。

2 県 は 、 前 項 の 気 候 変 動 対 策 の 策 定 及 び 実 施 に 当 た っ て は 、 県 民 、 事 業 者 等 （ 事 業 者 並 び に 事 業 者 及 び 県 民 が 組 織 す る 民 間 の 団 体 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 及 び

市 町 村 と 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 取 り 組 む も の と す る 。
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3 県 は 、 県 民 及 び 事 業 者 等 が 実 施 す る 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 促 進 す る た め に 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

（ 県 民 の 責 務 ）

第 五 条 県 民 は 、 基 本 理 念 に の っ と り 、 気 候 変 動 対 策 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め る と と も に 、 地 球 環 境 の 保 全 （ 良 好 な 環 境 の 創 出 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） に 関

す る 高 い 意 識 を 持 っ て 、 そ の 家 庭 生 活 を は じ め と す る 生 活 全 般 （ 以 下 「 家 庭 生 活 等 」 と い う 。 ） に 関 し 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組

を 自 主 的 か つ 積 極 的 に 行 う よ う 努 め る も の と す る 。

2 県 民 は 、 県 が 実 施 す る 気 候 変 動 対 策 に 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

3 県 民 は 、 地 域 社 会 を 構 成 す る 一 員 と し て 、 県 民 及 び 事 業 者 等 が 実 施 す る 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 で あ っ て 、 多 く の 県 民 及 び 事 業

者 等 の 参 加 等 に よ り そ の 効 果 を 発 揮 す る も の に 自 主 的 か つ 積 極 的 に 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 事 業 者 の 責 務 ）

第 六 条 事 業 者 は 、 基 本 理 念 に の っ と り 、 気 候 変 動 対 策 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め る と と も に 、 地 球 環 境 の 保 全 に 関 す る 高 い 意 識 を 持 っ て 、 そ の 事 業 活 動 に

関 し 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 自 主 的 か つ 積 極 的 に 行 う よ う 努 め る も の と す る 。

2 事 業 者 は 、 県 が 実 施 す る 気 候 変 動 対 策 に 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

3 事 業 者 は 、 地 域 社 会 を 構 成 す る 一 員 と し て 、 県 民 及 び 事 業 者 等 が 実 施 す る 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 で あ っ て 、 多 く の 県 民 及 び 事

業 者 等 の 参 加 等 に よ り そ の 効 果 を 発 揮 す る も の に 自 主 的 か つ 積 極 的 に 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 一 時 滞 在 者 へ の 協 力 要 請 ）

第 七 条 県 は 、 観 光 旅 行 等 で 一 時 的 に 滞 在 す る 者 （ 以 下 「 一 時 滞 在 者 」 と い う 。 ） に 対 し 、 気 候 変 動 対 策 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気

候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 自 主 的 か つ 積 極 的 に 行 う よ う 協 力 を 要 請 す る も の と す る 。

2 一 時 滞 在 者 は 、 県 が 実 施 す る 気 候 変 動 対 策 に 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

第 二 章 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 基 本 方 針 等

（ 基 本 方 針 の 策 定 ）

第 八 条 知 事 は 、 気 候 変 動 対 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 す る た め の 基 本 方 針 （ 以 下 「 基 本 方 針 」 と い う 。 ） を 定 め る も の と す る 。

2 基 本 方 針 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 定 め る も の と す る 。

一 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 及 び 吸 収 の 量 に 関 す る 目 標

二 前 号 の 目 標 を 達 成 す る た め に 必 要 な 施 策 に 関 す る 事 項

三 気 候 変 動 へ の 適 応 を 図 る た め に 必 要 な 施 策 に 関 す る 事 項
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四 前 三 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 気 候 変 動 対 策 の 推 進 に 関 し 必 要 な 事 項

3 知 事 は 、 基 本 方 針 を 定 め る に 当 た っ て は 、 国 の 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 計 画 等 の 施 策 等 を 参 酌 す る と と も に 、 都 市 計 画 、 農 業 振 興 地 域 整 備 計 画 そ の 他 の 気 候

変 動 の 緩 和 に 関 係 の あ る 施 策 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 係 の あ る 施 策 に つ い て 、 当 該 施 策 の 目 的 の 達 成 と の 調 和 を 図 り つ つ 、 連 携 し て 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気

候 変 動 へ の 適 応 が 行 わ れ る よ う 配 意 す る も の と す る 。

4 知 事 は 、 基 本 方 針 を 定 め よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 、 徳 島 県 環 境 審 議 会 及 び 関 係 地 方 公 共 団 体 の 意 見 を 聴 か な け れ ば な ら な い 。

5 知 事 は 、 基 本 方 針 を 定 め た と き は 、 遅 滞 な く 、 こ れ を 公 表 し な け れ ば な ら な い 。

6 知 事 は 、 気 候 変 動 対 策 に 係 る 技 術 水 準 の 向 上 及 び 社 会 情 勢 の 変 化 を 踏 ま え 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 基 本 方 針 を 改 定 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い

て は 、 前 二 項 の 規 定 を 準 用 す る 。

7 知 事 は 、 毎 年 度 、 基 本 方 針 に 定 め る 施 策 の 実 施 状 況 に つ い て 、 公 表 す る も の と す る 。

（ 県 の 率 先 実 施 ）

第 九 条 県 は 、 そ の 事 務 及 び 事 業 に 関 し 、 次 に 掲 げ る 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 取 組 を 率 先 し て 実 施 す る も の と す る 。

一 エ ネ ル ギ ー （ エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 四 年 法 律 第 四 十 九 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る エ ネ ル ギ ー を い う 。 第 四 十 一 条 第 三 号

及 び 第 四 十 四 条 第 三 項 を 除 き 、 以 下 同 じ 。 ） の 使 用 の 合 理 化 等 の 推 進 に 関 す る 取 組

二 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 及 び 水 素 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 推 進 に 関 す る 取 組

三 環 境 物 品 等 （ 国 等 に よ る 環 境 物 品 等 の 調 達 の 推 進 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 二 年 法 律 第 百 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 環 境 物 品 等 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の

調 達 の 推 進 に 関 す る 取 組

四 自 動 車 （ 道 路 運 送 車 両 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 百 八 十 五 号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 自 動 車 及 び 同 条 第 三 項 に 規 定 す る 原 動 機 付 自 転 車 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

の 使 用 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 の 推 進 に 関 す る 取 組

五 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 、 再 使 用 及 び 再 生 利 用 そ の 他 資 源 の 有 効 な 利 用 で あ っ て 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る も の に 関 す る 取 組

六 県 に 物 品 又 は 役 務 を 納 入 し 、 又 は 提 供 し よ う と す る 事 業 者 の 環 境 へ の 配 慮 に 係 る 指 導 に 関 す る 取 組

七 緑 化 の 推 進 に 関 す る 取 組

八 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ （ 排 出 の 抑 制 が 困 難 な 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 全 部 又 は 一 部 に 相 当 す る 量 の 温 室 効 果 ガ ス を 、 他 の 場 所 で 森 林 の 整 備

及 び 保 全 並 び に 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 等 を 行 う こ と に よ り 削 減 し 、 又 は 吸 収 す る こ と を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 推 進 に 関 す る 取 組

九 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 し 必 要 な 取 組

（ 施 策 の 策 定 等 に 当 た っ て の 配 慮 ）
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第 十 条 県 は 、 気 候 変 動 に よ る 影 響 を 受 け る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 施 策 又 は 気 候 変 動 に 影 響 を 及 ぼ す と 認 め ら れ る 施 策 の 策 定 及 び 実 施 に 当 た っ て は 、 気 候

変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 配 慮 す る も の と す る 。

（ 広 域 的 な 連 携 ）

第 十 一 条 県 は 、 事 業 者 等 及 び 関 係 行 政 機 関 と 広 域 的 に 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 気 候 変 動 対 策 の 効 果 的 な 推 進 に 努 め る も の と す る 。

（ 気 候 変 動 対 策 に 係 る 調 査 研 究 ）

第 十 二 条 県 は 、 気 候 変 動 の 現 状 に 関 す る 最 新 の 情 報 の 把 握 に 努 め る と と も に 、 効 果 的 な 気 候 変 動 対 策 に 係 る 調 査 研 究 を 行 う も の と す る 。

（ 指 針 の 策 定 ）

第 十 三 条 知 事 は 、 県 民 及 び 事 業 者 等 が 気 候 変 動 対 策 を 推 進 す る に 当 た っ て 必 要 な 指 針 を 定 め 、 こ れ を 公 表 す る も の と す る 。

第 三 章 気 候 変 動 の 緩 和 に 係 る 対 策

第 一 節 県 民 生 活 に 係 る 対 策

第 一 款 家 庭 生 活 等 及 び 事 業 活 動 に 係 る 配 慮

（ 環 境 意 識 の 改 善 ）

第 十 四 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 そ の 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 が 現 在 及 び 将 来 の 世 代 に わ た っ て 気 候 変 動 に 影 響 を 及 ぼ し 得 る こ と を 自 覚 し 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現

に 向 け 、 必 要 な 知 識 及 び 技 能 を 習 得 す る こ と に よ り 、 自 ら の 環 境 意 識 の 改 善 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 生 活 様 式 等 の 転 換 ）

第 十 五 条 県 民 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 、 そ の 家 庭 生 活 に お い て 自 ら が 利 用 す る エ ネ ル ギ ー の 使 用 量 を 把 握 す る と と も に 、 徹 底 し た エ ネ ル

ギ ー の 使 用 の 合 理 化 及 び 効 率 的 な 利 用 に よ り 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 が よ り 少 な い 生 活 様 式 の 確 立 に 努 め る も の と す る 。

2 事 業 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 、 そ の 事 業 活 動 に 伴 う エ ネ ル ギ ー の 使 用 量 及 び 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を 把 握 す る と と も に 、 徹 底 し た エ

ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 及 び 効 率 的 な 利 用 に よ り 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 が よ り 少 な い 生 産 の 様 式 の 確 立 に 努 め る も の と す る 。

（ 環 境 へ の 負 荷 の 低 減 に 資 す る 消 費 ）

第 十 六 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 そ の 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 に お い て 、 物 品 又 は 役 務 に 係 る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 そ の 他 の 環 境 へ の 負 荷 （ 徳 島 県 環 境 基 本 条 例

（ 平 成 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 十 一 号 ） 第 二 条 第 一 号 に 規 定 す る 環 境 へ の 負 荷 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 低 減 に 資 す る 合 理 的 な 消 費 と し て 次 に 掲 げ る 取 組 を 行 う よ

う 努 め る も の と す る 。

一 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の よ り 少 な い 機 器 又 は 役 務 の 利 用

二 環 境 物 品 等 の 積 極 的 な 選 択 及 び 利 用
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三 県 内 で 生 産 さ れ た 農 林 水 産 物 （ 当 該 農 林 水 産 物 を 原 料 又 は 材 料 と し て 、 県 内 で 生 産 さ れ た 加 工 品 を 含 む 。 ） の 優 先 的 な 消 費

四 前 三 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 環 境 へ の 負 荷 の 低 減 に 資 す る 取 組

（ 冷 暖 房 時 の 温 度 設 定 及 び 服 装 等 へ の 配 慮 ）

第 十 七 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 そ の 住 居 又 は 事 業 の 用 に 供 す る 建 築 物 の 内 部 を 冷 房 し 、 又 は 暖 房 す る と き の 温 度 を 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る 相 当

な 温 度 に 保 つ よ う 努 め る と と も に 、 事 業 者 等 は 、 そ の 従 業 員 の 就 業 中 の 服 装 等 に 配 慮 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 の エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 の 説 明 等 ）

第 十 八 条 主 と し て 家 庭 生 活 の 用 に 供 す る 電 気 機 器 、 ガ ス 器 具 そ の 他 の エ ネ ル ギ ー を 消 費 す る 機 械 器 具 等 で あ っ て 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 が 相 当 程 度 多 い も の

と し て 規 則 で 定 め る も の （ 以 下 「 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 」 と い う 。 ） の 販 売 を 業 と す る 者 （ 店 舗 に お い て 販 売 す る 者 に 限 る 。 以 下 「 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 販

売 事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 を 購 入 し よ う と す る 者 に 対 し 、 当 該 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 の エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 （ 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 の

一 定 の 条 件 で の 使 用 に 際 し 消 費 さ れ る エ ネ ル ギ ー の 量 を 基 礎 と し て 評 価 さ れ る 性 能 と し て 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 数 値 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に つ

い て 説 明 し な け れ ば な ら な い 。

2 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 販 売 事 業 者 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 店 舗 の 見 や す い 場 所 に 、 特 定 家 庭 用 電 気 機 器 等 の エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 に 関 す る 情 報 を 適

切 に 表 示 し な け れ ば な ら な い 。

（ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 導 入 等 ）

第 十 九 条 事 業 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 取 組 を 円 滑 か つ 効 果 的 に 推 進 す る た め 、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム （ 環 境 に 配 慮 し た 事 業 活 動 を 自

主 的 に 進 め る た め の 目 標 を 決 定 し 、 当 該 目 標 を 達 成 す る た め の 継 続 的 な 事 業 活 動 の 改 善 を 図 る 仕 組 み で あ っ て 規 則 で 定 め る も の を い う 。 ） の 導 入 及 び 推 進 に

努 め る も の と す る 。

（ 製 造 等 に お け る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 ）

第 二 十 条 事 業 者 は 、 そ の 事 業 活 動 に お い て 製 品 の 製 造 、 輸 入 若 し く は 販 売 又 は 役 務 の 提 供 （ 以 下 「 製 造 等 」 と い う 。 ） を 行 う に 当 た っ て は 、 原 材 料 又 は 部 品

の 選 定 か ら 廃 棄 に 至 る ま で の 各 過 程 に お い て 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 が よ り 少 な く な る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

2 事 業 者 は 、 そ の 事 業 活 動 に お い て 製 造 等 を 行 う に 当 た っ て は 、 そ の 製 品 又 は 役 務 の 利 用 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 が よ り 少 な く な る よ う 配 慮 す る と と も

に 、 当 該 製 品 又 は 役 務 の 利 用 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 に 関 す る 情 報 の 提 供 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 通 勤 に お け る 公 共 交 通 機 関 の 利 用 等 ）

第 二 十 一 条 事 業 者 は 、 事 業 所 の 立 地 条 件 に 応 じ 、 そ の 従 業 員 が 通 勤 に お い て 公 共 交 通 機 関 の 利 用 、 自 転 車 の 使 用 そ の 他 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る

方 法 に よ る こ と を 促 進 す る た め に 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る も の と す る 。
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（ 環 境 保 全 型 農 林 水 産 業 の 推 進 ）

第 二 十 二 条 農 林 水 産 業 を 営 む 者 は 、 耕 地 及 び 農 林 水 産 業 の 用 に 供 す る 設 備 の 使 用 等 に よ り 発 生 す る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 配 慮 し た 生 産 活 動 を 行 う よ

う 努 め る も の と す る 。

2 農 業 を 営 む 者 は 、 炭 素 の 貯 留 に 資 す る 堆 肥 の 施 用 等 に よ る 農 地 の 土 壌 管 理 そ の 他 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 配 慮 し た 生 産 活 動 を 行 う よ う 努 め る も の

と す る 。

（ 環 境 へ の 負 荷 の 少 な い 催 し の 開 催 ）

第 二 十 三 条 相 当 程 度 大 規 模 な 催 し を 開 催 し よ う と す る も の （ 以 下 「 催 し 開 催 者 」 と い う 。 ） は 、 催 し の 開 催 に 当 た っ て は 、 当 該 催 し に 参 加 し よ う と す る 者 （ 以

下 「 参 加 者 」 と い う 。 ） と 協 力 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 、 廃 棄 物 の 排 出 そ の 他 の 環 境 へ の 負 荷 を で き る 限 り 低 減 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 催 し 開 催 時 の 公 共 交 通 機 関 等 の 利 用 ）

第 二 十 四 条 催 し 開 催 者 は 、 参 加 者 に 対 し 、 催 し に 参 加 す る 交 通 手 段 と し て 公 共 交 通 機 関 等 を 利 用 す る よ う 周 知 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

第 二 款 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書

（ 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 の 作 成 等 ）

第 二 十 五 条 事 業 活 動 に 伴 い 相 当 程 度 多 い 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を す る 者 と し て 規 則 で 定 め る も の （ 以 下 「 特 定 事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ

り 、 そ の 事 業 活 動 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 状 況 並 び に 排 出 の 抑 制 に 係 る 措 置 及 び 目 標 そ の 他 必 要 な 事 項 を 定 め た 計 画 書 （ 以 下 「 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計

画 書 」 と い う 。 ） を 作 成 し 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

2 連 鎖 化 事 業 （ 法 第 二 十 六 条 第 二 項 に 規 定 す る 連 鎖 化 事 業 を い う 。 ） を 行 う 者 に つ い て は 、 そ の 加 盟 者 （ 当 該 連 鎖 化 事 業 に 加 盟 す る 者 を い う 。 ） が 設 置 し て い

る 当 該 連 鎖 化 事 業 に 係 る 県 内 の 全 て の 事 業 所 に お け る 事 業 活 動 を 当 該 連 鎖 化 事 業 を 行 う 者 の 事 業 活 動 と み な し て 、 前 項 の 規 定 を 適 用 す る 。

3 第 一 項 の 規 定 に よ り 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し た 者 は 、 当 該 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 の 内 容 を 変 更 し た と き は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に

よ り 、 変 更 後 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 規 則 で 定 め る 軽 微 な 変 更 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

4 特 定 事 業 者 以 外 の 事 業 者 （ 以 下 「 中 小 排 出 事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 作 成 し 、 知 事 に 提 出 す る

こ と が で き る 。

5 前 項 の 規 定 に よ り 提 出 さ れ た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 の 内 容 の 変 更 に つ い て は 、 第 三 項 の 規 定 を 準 用 す る 。

（ 実 施 状 況 等 の 報 告 書 の 作 成 等 ）

第 二 十 六 条 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し た 者 は 、 毎 年 度 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 事 業 活 動 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス

の 排 出 状 況 及 び 当 該 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 に 基 づ く 措 置 の 実 施 状 況 を 記 載 し た 報 告 書 を 作 成 し 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。
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2 前 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し た 中 小 排 出 事 業 者 は 、 毎 年 度 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 前 項 に 規 定 す る 報 告 書 を 作 成

し 、 知 事 に 提 出 す る こ と が で き る 。

（ 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 等 の 公 表 ）

第 二 十 七 条 知 事 は 、 第 二 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 変 更 後 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 又 は 前

条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 書 の 提 出 が あ っ た と き は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 内 容 を 公 表 す る も の と す る 。

（ 事 業 活 動 に 係 る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 情 報 の 公 表 ）

第 二 十 八 条 特 定 事 業 者 は 、 事 業 活 動 に 係 る 地 球 環 境 の 保 全 に 関 す る 活 動 及 び そ の 評 価 が 適 切 に 行 わ れ る こ と が 重 要 で あ る こ と を 理 解 す る と と も に 、 規 則 で 定

め る と こ ろ に よ り 、 そ の 事 業 活 動 に 係 る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 状 況 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 取 組 の 実 施 状 況 そ の 他 必 要 な 情 報 を 、 自 主 的 か つ 積

極 的 に 公 表 す る も の と す る 。

2 第 二 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し た 中 小 排 出 事 業 者 は 、 前 項 の 規 定 に 準 じ て 、 同 項 に 規 定 す る 情 報 を 公 表 す る よ う 努

め る も の と す る 。

（ 中 小 排 出 事 業 者 に 対 す る 支 援 ）

第 二 十 九 条 県 は 、 中 小 排 出 事 業 者 に よ る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 取 組 を 促 進 す る た め 、 技 術 的 な 助 言 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

（ 森 林 吸 収 源 対 策 等 の 実 施 ）

第 三 十 条 特 定 事 業 者 及 び 中 小 排 出 事 業 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 に 定 め る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 係 る 目 標 を 達 成 す る 手 段 と し て 、 そ の 事 業

活 動 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に よ る ほ か 、 森 林 の 整 備 及 び 保 全 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 そ の 他 の 規 則 で 定 め る 方 法 に よ る こ と が で き る 。

第 三 款 建 築 物 に 係 る 配 慮

（ 建 築 物 に 係 る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 ）

第 三 十 一 条 建 築 物 （ 建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 二 条 第 一 号 に 規 定 す る 建 築 物 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 新 築 し 、 改 築 し 、 又 は 増 築 し よ う と

す る 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 、 当 該 建 築 物 に 係 る エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 及 び エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 （ 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能

の 向 上 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 七 年 法 律 第 五 十 三 号 ） 第 二 条 第 二 号 に 規 定 す る エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 を い う 。 ） の 向 上 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 、 資 源 の 適

正 な 利 用 そ の 他 の 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 の 作 成 等 ）

第 三 十 二 条 規 則 で 定 め る 規 模 以 上 の 建 築 物 の 新 築 若 し く は 規 則 で 定 め る 規 模 以 上 の 改 築 又 は 建 築 物 の 規 則 で 定 め る 規 模 以 上 の 増 築 を し よ う と す る 者 は 、 規 則

で 定 め る と こ ろ に よ り 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 実 施 し よ う と す る 措 置 そ の 他 の 建 築 物 の 環 境 配 慮 に 関 す る 事 項 を 定 め た 計 画 書 （ 以 下 「 建 築
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物 環 境 配 慮 計 画 書 」 と い う 。 ） を 作 成 し 、 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

2 前 項 の 規 定 に よ り 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 を 提 出 し た 者 は 、 当 該 建 築 物 に 係 る 工 事 が 完 了 す る ま で の 間 に 、 当 該 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 の 内 容 を 変 更 し よ う と

す る と き は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 規 則 で 定 め る 軽 微 な 変 更 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。

3 第 一 項 の 規 定 に よ り 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 を 提 出 し た 者 は 、 当 該 建 築 物 に 係 る 工 事 が 完 了 し た と き は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 知 事 に 届 け 出 な け れ ば

な ら な い 。

4 建 築 物 の 新 築 、 改 築 又 は 増 築 を し よ う と す る 者 （ 第 一 項 に 規 定 す る 者 を 除 く 。 ） は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 を 作 成 し 、 知 事 に

提 出 す る こ と が で き る 。

5 前 項 の 規 定 に よ り 提 出 さ れ た 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 の 内 容 の 変 更 及 び 当 該 建 築 物 に 係 る 工 事 の 完 了 に つ い て は 、 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 を 準 用 す る 。

6 前 各 項 の 規 定 は 、 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 第 十 八 条 の 規 定 に よ り 同 法 第 三 章 第 一 節 の 規 定 を 適 用 し な い こ と と さ れ る 建 築 物 に は 、

適 用 し な い 。

（ テ ナ ン ト 等 事 業 者 と の 連 携 ）

第 三 十 三 条 事 業 者 等 は 、 そ の 事 業 の 用 に 供 す る 建 築 物 の 全 部 又 は 一 部 を 賃 借 権 そ の 他 の 権 原 に 基 づ き 事 務 所 、 営 業 所 等 と し て 使 用 し て 事 業 活 動 を 行 う 者 （ 以

下 「 テ ナ ン ト 等 事 業 者 」 と い う 。 ） が い る 場 合 に お い て は 、 当 該 テ ナ ン ト 等 事 業 者 と 連 携 し て 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 取 組 を 行 う よ う 努 め る も

の と す る 。

2 テ ナ ン ト 等 事 業 者 は 、 前 項 に 規 定 す る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 取 組 に つ い て 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 建 築 物 の 緑 化 の 推 進 ）

第 三 十 四 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 、 そ の 所 有 し 、 又 は 管 理 す る 建 築 物 及 び そ の 敷 地 の 緑 化 に 努 め る も の と す る 。

（ 建 築 物 に 係 る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 情 報 の 提 供 等 ）

第 三 十 五 条 建 築 物 の 販 売 又 は 賃 貸 の 事 業 を 行 う 者 は 、 建 築 物 を 購 入 し 、 又 は 賃 借 し よ う と す る 者 に 対 し 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 建 築 物 に 係 る 温 室

効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 関 す る 情 報 を 提 供 す る と と も に 、 そ の 内 容 に つ い て 説 明 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

第 四 款 交 通 及 び ま ち づ く り に 係 る 配 慮

（ 公 共 交 通 機 関 の 利 用 等 の 促 進 ）

第 三 十 六 条 県 民 、 事 業 者 等 及 び 一 時 滞 在 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 を 図 る た め 、 そ の 家 庭 生 活 等 、 事 業 活 動 又 は 滞 在 中 の 活 動 に お い て 移 動 す る 場 合 は 、

自 動 車 の 使 用 に 代 え て 公 共 交 通 機 関 の 利 用 、 自 転 車 の 使 用 そ の 他 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る 方 法 に よ る よ う 努 め る も の と す る 。

2 県 は 、 自 動 車 の 使 用 か ら 公 共 交 通 機 関 の 利 用 、 自 転 車 の 使 用 そ の 他 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る 方 法 へ の 転 換 を 促 進 す る た め 、 情 報 の 提 供 、 普 及
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啓 発 そ の 他 の 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 環 境 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 等 ）

第 三 十 七 条 自 動 車 を 使 用 す る 者 は 、 自 動 車 の 使 用 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を 抑 制 す る た め 、 自 動 車 の 駐 車 を す る 場 合 に 当 該 自 動 車 の 原 動 機 を 停 止 す る 等 環

境 へ の 負 荷 の 低 減 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 及 び 整 備 （ 以 下 「 環 境 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 等 」 と い う 。 ） を す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 環 境 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 等 を 推 進 す る 者 の 選 任 等 ）

第 三 十 八 条 事 業 活 動 に 伴 い 相 当 程 度 多 い 自 動 車 を 管 理 す る 者 と し て 規 則 で 定 め る も の は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 管 理 す る 自 動 車 を 使 用 す る 者 が 環

境 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 等 を す る こ と を 推 進 す る 者 を 選 任 し 、 そ の 氏 名 そ の 他 必 要 な 事 項 を 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。

2 前 項 の 規 定 に よ る 届 出 を し た 者 は 、 そ の 従 業 員 に 対 す る 研 修 そ の 他 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る 取 組 を 実 施 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

3 事 業 活 動 に 伴 い 自 動 車 を 管 理 す る 者 （ 第 一 項 の 規 則 で 定 め る 者 を 除 く 。 ） は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 管 理 す る 自 動 車 を 使 用 す る 者 が 環 境 に 配 慮

し た 自 動 車 の 運 転 等 を す る こ と を 推 進 す る 者 を 選 任 し 、 そ の 氏 名 そ の 他 必 要 な 事 項 を 知 事 に 届 け 出 る こ と が で き る 。

4 第 二 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 届 出 を し た 者 に つ い て 準 用 す る 。

（ 自 動 車 環 境 情 報 の 説 明 等 ）

第 三 十 九 条 自 動 車 の 販 売 を 業 と す る 者 （ 以 下 「 自 動 車 販 売 事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 製 造 後 運 行 の 用 に 供 さ れ た こ と が な い 自 動 車 （ 以 下 「 新 車 」 と い う 。 ） を 購

入 し よ う と す る 者 に 対 し 、 当 該 新 車 に 係 る 自 動 車 環 境 情 報 （ 自 動 車 の 燃 費 性 能 （ 自 動 車 の 一 定 の 条 件 で の 使 用 に 際 し 消 費 さ れ る エ ネ ル ギ ー の 量 を 基 礎 と し て

評 価 さ れ る 性 能 を い う 。 ） そ の 他 規 則 で 定 め る 事 項 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に つ い て 説 明 し な け れ ば な ら な い 。

2 自 動 車 販 売 事 業 者 は 、 そ の 販 売 す る 新 車 に 係 る 自 動 車 環 境 情 報 に つ い て 、 当 該 新 車 を 購 入 し よ う と す る 者 の 見 や す い 箇 所 に 見 や す い 方 法 で 、 表 示 し な け れ

ば な ら な い 。

（ 自 動 車 に 係 る そ の 他 の 気 候 変 動 対 策 ）

第 四 十 条 駐 車 場 設 置 者 等 の 責 務 並 び に こ れ ら の 者 に 対 す る 助 言 及 び 指 導 並 び に 環 境 へ の 負 荷 が 少 な い 自 動 車 の 購 入 等 に つ い て は 、 徳 島 県 生 活 環 境 保 全 条 例 （ 平

成 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 四 号 ） 第 百 三 条 か ら 第 百 五 条 ま で に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 環 境 に 配 慮 し た ま ち づ く り の 推 進 ）

第 四 十 一 条 県 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 ま ち づ く り に 関 す る 施 策 の 策 定 及 び 実 施 に 当 た っ て は 、 地 域 の 実 情 に 応 じ 、 次 に 掲 げ る 事 項 に

配 慮 す る よ う 努 め る も の と す る 。

一 公 共 交 通 機 関 の 利 用 者 の 利 便 の 増 進

二 都 市 機 能 の 集 約 の 促 進
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三 電 気 、 熱 そ の 他 の エ ネ ル ギ ー の 効 率 的 な 利 用 の 促 進

四 植 樹 、 植 栽 そ の 他 の 緑 化 の 促 進

五 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る 地 域 環 境 の 整 備

第 二 節 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 に 係 る 対 策

（ 基 本 計 画 の 策 定 ）

第 四 十 二 条 知 事 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 計 画 的 な 推 進 を 図 る た め 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 推 進 に 関 す る 基 本 的 な 計 画 （ 以 下 「 基 本 計 画 」 と い

う 。 ） を 定 め る も の と す る 。

2 基 本 計 画 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 定 め る も の と す る 。

一 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に よ る 電 力 自 給 率 に 関 す る 目 標

二 前 号 の 目 標 を 達 成 す る た め に 必 要 な 施 策 に 関 す る 事 項

三 前 二 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 推 進 に 関 し 必 要 な 事 項

3 第 八 条 第 五 項 か ら 第 七 項 ま で の 規 定 は 、 基 本 計 画 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 六 項 中 「 前 二 項 」 と あ る の は 、 「 第 四 十 二 条 第 三 項 に お い

て 準 用 す る 第 五 項 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

（ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 の 積 極 的 な 利 用 ）

第 四 十 三 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 を 図 る た め 、 そ の 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 に お い て 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 及 び 水 素 エ ネ ル ギ ー

の 積 極 的 な 利 用 に 努 め る も の と す る 。

（ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 の 地 産 地 消 等 ）

第 四 十 四 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 地 域 に お い て 得 ら れ た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 及 び 地 域 に お い て 製 造 さ れ た 水 素 エ

ネ ル ギ ー を 当 該 地 域 に お い て 、 効 率 的 に 利 用 す る こ と が で き る よ う 努 め る も の と す る 。

2 県 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 及 び 水 素 エ ネ ル ギ ー の 利 用 に 関 す る 取 組 を 促 進 す る た め 、 太 陽 光 、 風 力 そ の 他 の 地 域 に 存 す る エ ネ ル ギ ー 源 が 地 域 の 実 情 に 応 じ

て 有 効 に 活 用 さ れ る よ う 、 県 民 及 び 事 業 者 等 に 対 し 、 情 報 の 提 供 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

3 事 業 者 等 は 、 工 場 等 の 廃 熱 そ の 他 の 未 利 用 の エ ネ ル ギ ー の 有 効 な 活 用 に 努 め る も の と す る 。

（ 水 素 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 促 進 ）

第 四 十 五 条 県 は 、 水 素 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 技 術 の 研 究 開 発 及 び 実 用 化 を 促 進 す る と と も に 、 水 素 の 製 造 、 輸 送 、 貯 蔵 、 利 用 等 （ 以 下 「 水 素 の 製 造 等 」 と い う 。 ）

の 体 制 の 整 備 及 び 水 素 の 製 造 等 の 各 過 程 に 関 連 す る 産 業 の 振 興 が 図 ら れ る よ う 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と す る 。
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2 県 は 、 水 素 エ ネ ル ギ ー の 利 用 を 促 進 し 、 水 素 エ ネ ル ギ ー の 導 入 等 の 重 要 性 に 関 す る 県 民 及 び 事 業 者 等 の 理 解 を 深 め る た め 、 水 素 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 情 報 の

提 供 及 び 普 及 啓 発 を 行 う も の と す る 。

第 三 節 森 林 等 に よ る 吸 収 作 用 の 保 全 等 に 係 る 対 策

（ 森 林 の 整 備 及 び 保 全 の 推 進 等 ）

第 四 十 六 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 森 林 の 有 す る 二 酸 化 炭 素 の 吸 収 作 用 及 び 固 定 作 用 に 関 す る 理 解 を 深 め る と と も

に 、 相 互 に 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 森 林 の 適 切 な 整 備 及 び 保 全 が 推 進 さ れ る よ う 努 め る も の と す る 。

2 県 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 森 林 の 有 す る 二 酸 化 炭 素 の 吸 収 作 用 及 び 固 定 作 用 に 関 す る 県 民 及 び 事 業 者 等 の 理 解 を 深 め る た め に 必 要

な 情 報 の 提 供 を 行 う と と も に 、 県 民 及 び 事 業 者 等 と 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 森 林 の 造 成 、 整 備 等 に 努 め る も の と す る 。

（ 森 林 資 源 の 維 持 及 び 利 用 ）

第 四 十 七 条 森 林 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 四 十 九 号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 森 林 所 有 者 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 適 切 な 森 林 施 業

（ 伐 採 、 造 林 、 保 育 そ の 他 の 森 林 に お け る 施 業 を い う 。 ） の 実 施 に よ り 、 計 画 的 に 適 正 な 森 林 の 成 長 量 を 維 持 し 、 確 実 な 森 林 の 再 生 に 努 め る も の と す る 。

2 県 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 計 画 的 な 森 林 の 整 備 及 び 保 全 を 通 じ 、 適 正 な 森 林 の 成 長 量 を 維 持 し 、 確 実 な 森 林 の 再 生 に 努 め る も の と

す る 。

3 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 県 産 材 （ 県 内 で 生 産 さ れ た 木 材 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に つ い て 、 そ の 特 性 に 応 じ 、 製 品

の 原 材 料 と し て 利 用 し 、 再 使 用 し 、 及 び 再 生 利 用 を 行 う 等 、 県 産 材 の 長 期 に わ た る 利 用 に 努 め る も の と す る 。

（ 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ の 推 進 ）

第 四 十 八 条 事 業 者 等 は 、 そ の 事 業 活 動 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 が 困 難 な 場 合 に お い て は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ を 行 う よ う 努 め る も の

と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ は 、 県 内 に お い て 行 う よ う 配 慮 す る も の と す る 。

2 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ に 関 す る 理 解 を 深 め る と と も に 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ に 積 極 的 に 協 力 す る よ う 努

め る も の と す る 。

3 県 は 、 第 一 項 に 規 定 す る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ 並 び に 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 埋 め 合 わ せ へ の 理 解 及 び 協 力 を 促 進 す る た め 、 県 民 及 び 事 業 者

等 に 対 し 、 情 報 の 提 供 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

（ 藻 場 の 再 生 等 ）

第 四 十 九 条 県 は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 資 す る た め 、 県 民 及 び 事 業 者 等 と 連 携 し て 、 藻 場 の 再 生 、 造 成 等 に 努 め る も の と す る 。

第 四 節 フ ロ ン 類 の 排 出 の 抑 制 等 に 係 る 対 策
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（ フ ロ ン 類 の 排 出 の 抑 制 ）

第 五 十 条 県 は 、 フ ロ ン 類 （ フ ロ ン 類 の 使 用 の 合 理 化 及 び 管 理 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 三 年 法 律 第 六 十 四 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る フ ロ ン 類 を い う 。

以 下 同 じ 。 ） の 使 用 を 抑 制 す る こ と 及 び 同 条 第 五 項 に 規 定 す る 特 定 製 品 の 使 用 等 （ 同 条 第 八 項 に 規 定 す る 使 用 等 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 際 し て フ ロ ン 類 の 排 出

の 抑 制 を 図 る こ と に 関 す る 情 報 の 提 供 、 普 及 啓 発 そ の 他 の 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

2 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 フ ロ ン 類 の 使 用 の 合 理 化 及 び 管 理 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る フ ロ ン 類 使 用 製 品 の 使 用 等 の 際 に 、 み だ り に フ ロ ン

類 を 放 出 し な い よ う 努 め る も の と す る 。

（ 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 等 ）

第 五 十 一 条 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 そ の 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 に お い て 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 に 資 す る た め 、 廃 棄 物 の 発 生 を 抑 制 す る と と も に 、 不 用

品 の 活 用 等 に よ る 再 使 用 を 図 り 、 廃 棄 物 の 減 量 に 努 め る も の と す る 。

2 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 廃 棄 物 の 分 別 を 行 う と と も に 、 再 生 資 源 に 係 る 回 収 活 動 に 参 加 し 、 又 は 協 力 す る こ と 等 に よ り 、 再 生 利 用 そ の 他 資 源 の 有 効 な 利 用 に

努 め る も の と す る 。

3 県 は 、 食 品 循 環 資 源 の 再 生 利 用 等 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 二 年 法 律 第 百 十 六 号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 食 品 廃 棄 物 等 の 発 生 の 抑 制 及 び 減 量 を 促 進 す

る た め 、 同 条 第 四 項 に 規 定 す る 食 品 関 連 事 業 者 、 学 校 等 に 対 し 、 情 報 の 提 供 及 び 普 及 啓 発 を 行 う も の と す る 。

第 四 章 気 候 変 動 へ の 適 応 に 係 る 対 策

第 一 節 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 基 本 的 施 策

（ 基 本 的 事 項 ）

第 五 十 二 条 県 は 、 地 勢 、 産 業 、 人 口 の 年 齢 別 構 成 等 の 地 域 の 特 性 を 踏 ま え 、 気 候 変 動 の 影 響 に 係 る 被 害 の 最 小 化 及 び 回 避 並 び に 気 候 変 動 の 影 響 の 効 果 的 な 活

用 の 両 面 か ら 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 施 策 を 推 進 す る も の と す る 。

（ 分 野 別 施 策 の 推 進 ）

第 五 十 三 条 県 は 、 気 候 変 動 へ の 適 応 を 図 る た め 、 次 に 掲 げ る 施 策 を 推 進 す る も の と す る 。

一 水 害 、 土 砂 災 害 そ の 他 の 自 然 災 害 の 予 防 に 資 す る 施 策

二 生 物 の 多 様 性 に 及 ぼ す 影 響 に 備 え る た め の 生 態 系 の 保 全 及 び 再 生 に 資 す る 施 策

三 水 温 の 上 昇 そ の 他 の 水 に 係 る 環 境 の 変 化 及 び 渇 水 そ の 他 の 水 資 源 の 変 化 に 備 え る た め の 水 に 係 る 環 境 及 び 水 資 源 の 保 全 に 資 す る 施 策

四 熱 中 症 、 感 染 症 そ の 他 の 疾 病 の 予 防 に 資 す る 施 策

五 農 林 水 産 物 の 栽 培 技 術 等 の 開 発 、 農 林 水 産 物 の 生 産 基 盤 の 整 備 そ の 他 の 食 料 供 給 の 確 保 に 資 す る 施 策
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六 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 に 関 す る 分 野 で あ っ て 、 気 候 変 動 へ の 適 応 を 図 る た め に 必 要 な 施 策

第 二 節 県 民 等 の 理 解 の 促 進 等 及 び 調 査 研 究

（ 県 民 等 の 理 解 の 促 進 等 ）

第 五 十 四 条 県 は 、 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 県 民 及 び 事 業 者 等 の 理 解 を 深 め る た め 、 情 報 の 提 供 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

2 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 そ の 家 庭 生 活 等 又 は 事 業 活 動 に 及 ぶ 気 候 変 動 の 影 響 に 関 す る 情 報 を 収 集 し 、 気 候 変 動 へ の 適 応 に 関 す る 知 識 及 び 技 能 の 習 得 に 努 め る

も の と す る 。

3 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 気 候 変 動 へ の 適 応 に 資 す る 生 活 様 式 又 は 生 産 の 様 式 の 確 立 に 努 め る も の と す る 。

（ 気 候 変 動 の 影 響 に 係 る 調 査 研 究 ）

第 五 十 五 条 県 は 、 現 在 及 び 将 来 に わ た る 気 候 変 動 の 影 響 に 関 し 、 地 域 に お け る 状 況 の 把 握 に 努 め る と と も に 、 当 該 影 響 に 係 る 調 査 研 究 を 行 う も の と す る 。

第 五 章 環 境 教 育 等 の 推 進

（ 環 境 教 育 ）

第 五 十 六 条 県 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 に 配 慮 し 、 環 境 教 育 （ 地 球 環 境 の 保 全 に つ い て の 理 解 を 深 め る た め に 行 わ れ る 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 教 育 及 び 学 習 を い う 。

以 下 同 じ 。 ） を 行 う も の と す る 。

一 家 庭 、 学 校 、 事 業 者 等 及 び 関 係 行 政 機 関 が そ れ ぞ れ 適 切 に 役 割 を 分 担 し 、 及 び 連 携 す る と と も に 、 体 験 学 習 そ の 他 の 多 様 な 方 法 に よ り 実 施 す る こ と 。

二 幼 児 期 か ら 高 齢 期 ま で の 各 段 階 に 応 じ て 体 系 的 か つ 継 続 的 に 実 施 す る こ と 。

2 県 は 、 家 庭 、 学 校 、 職 場 、 地 域 そ の 他 の あ ら ゆ る 場 に お い て 環 境 教 育 が 実 施 さ れ 、 そ れ ぞ れ の 場 に 応 じ た 適 切 な 方 法 に よ り 行 わ れ る よ う 、 必 要 な 支 援 を 行

う も の と す る 。

3 県 民 は 、 家 庭 、 学 校 、 職 場 、 地 域 そ の 他 の あ ら ゆ る 場 に お い て 行 わ れ る 環 境 教 育 に 自 主 的 か つ 積 極 的 に 参 加 し 、 又 は 協 力 す る よ う 努 め る も の と す る 。

4 事 業 者 等 は 、 そ の 従 業 員 そ の 他 の 者 に 対 す る 環 境 教 育 を 自 主 的 か つ 積 極 的 に 行 う よ う 努 め る と と も に 、 他 の 者 の 行 う 環 境 教 育 に 積 極 的 に 参 加 し 、 又 は 協 力

す る よ う 努 め る も の と す る 。

（ 普 及 啓 発 等 ）

第 五 十 七 条 県 は 、 学 校 、 事 業 者 等 及 び 関 係 行 政 機 関 と 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 本 県 の 特 性 を 生 か し た 効 果 的 な 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 普 及 啓 発 を 行 う も の と す

る 。

2 県 民 及 び 事 業 者 等 は 、 前 項 に 規 定 す る 普 及 啓 発 に 係 る 取 組 に 自 主 的 か つ 積 極 的 に 参 加 す る よ う 努 め る も の と す る 。

3 県 は 、 第 一 項 に 規 定 す る 普 及 啓 発 を 効 果 的 に 推 進 す る た め の 拠 点 と し て の 機 能 を 担 う 体 制 の 整 備 を 行 う も の と す る 。
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（ 人 材 育 成 等 ）

第 五 十 八 条 県 は 、 学 校 及 び 事 業 者 等 と 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 環 境 教 育 及 び 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 普 及 啓 発 の 効 果 的 か つ 適 切 な 実 施 を 促 進 す る た め 、 気 候 変

動 対 策 に 関 す る 自 主 的 な 活 動 の 指 導 者 又 は 専 門 的 な 知 識 若 し く は 経 験 を 有 す る 人 材 の 育 成 及 び 活 動 の 機 会 の 創 出 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

2 県 は 、 大 学 等 の 学 生 が 、 気 候 変 動 対 策 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め 、 自 主 的 か つ 積 極 的 な 行 動 を と る こ と が で き る よ う 、 情 報 の 提 供 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を

行 う も の と す る 。

（ 徳 島 県 地 球 環 境 を 守 る 日 ）

第 五 十 九 条 県 民 一 人 一 人 が 気 候 変 動 対 策 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め 、 積 極 的 に 地 球 環 境 の 保 全 に 関 す る 活 動 を 行 う 意 欲 を 高 め る た め 、 徳 島 県 地 球 環 境 を 守

る 日 を 設 け る 。

2 徳 島 県 地 球 環 境 を 守 る 日 は 、 四 月 二 十 二 日 と す る 。

3 県 は 、 徳 島 県 地 球 環 境 を 守 る 日 の 趣 旨 に ふ さ わ し い 行 事 が 実 施 さ れ る よ う 努 め る も の と す る 。

第 六 章 先 導 的 な 技 術 の 活 用 及 び 先 駆 的 な 取 組 の 実 施 等

（ 先 導 的 な 技 術 の 研 究 開 発 ）

第 六 十 条 県 、 事 業 者 等 及 び 大 学 そ の 他 の 研 究 機 関 は 、 相 互 に 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の 適 応 に 資 す る 先 導 的 な 技 術 の 研 究 開 発

を 推 進 す る と と も に 、 そ の 成 果 の 普 及 に 努 め る も の と す る 。

（ 先 導 的 な 技 術 及 び 先 駆 的 な 取 組 の 促 進 ）

第 六 十 一 条 県 、 県 民 、 事 業 者 等 及 び 大 学 そ の 他 の 研 究 機 関 は 、 相 互 に 連 携 し 、 及 び 協 働 し て 、 各 主 体 の 創 意 工 夫 を 生 か し た 気 候 変 動 の 緩 和 及 び 気 候 変 動 へ の

適 応 に 資 す る 先 導 的 な 技 術 の 活 用 及 び 先 駆 的 な 取 組 の 実 施 に 努 め る も の と す る 。

2 県 は 、 前 項 に 規 定 す る 先 導 的 な 技 術 の 活 用 及 び 先 駆 的 な 取 組 の 実 施 を 促 進 す る た め 、 情 報 の 提 供 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う も の と す る 。

（ 顕 彰 等 ）

第 六 十 二 条 知 事 は 、 気 候 変 動 対 策 に 関 し 、 優 れ た 功 績 が あ っ た と 認 め ら れ る 県 民 及 び 事 業 者 等 に 対 し て 、 顕 彰 を 行 う も の と す る 。

2 知 事 は 、 次 に 掲 げ る 者 の う ち 気 候 変 動 対 策 に 積 極 的 に 取 り 組 ん で い る と 認 め ら れ る も の に つ い て 、 地 球 環 境 の 保 全 に 関 す る 意 識 が 高 い 者 と し て 公 表 す る こ

と が で き る 。

一 第 二 十 五 条 第 一 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 を 提 出 し た 者

二 第 三 十 二 条 第 一 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 を 提 出 し た 者

三 第 三 十 八 条 第 一 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ る 届 出 を し た 者
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第 七 章 雑 則

（ 徳 島 県 環 境 審 議 会 の 調 査 審 議 事 項 ）

第 六 十 三 条 徳 島 県 環 境 審 議 会 は 、 こ の 条 例 に 基 づ く 気 候 変 動 対 策 の 実 施 に 関 し 、 規 則 で 定 め る 基 本 的 な 事 項 を 調 査 審 議 す る も の と す る 。

（ 指 導 及 び 助 言 ）

第 六 十 四 条 知 事 は 、 県 民 及 び 事 業 者 等 に 対 し 、 こ の 条 例 に 基 づ く 気 候 変 動 対 策 が 適 切 に 実 施 さ れ る よ う 必 要 な 指 導 及 び 助 言 を す る こ と が で き る 。

（ 報 告 及 び 資 料 の 提 出 ）

第 六 十 五 条 知 事 は 、 第 二 十 五 条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で 、 第 二 十 六 条 第 一 項 、 第 三 十 二 条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で 及 び 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 の 施 行 に 必 要 な 限

度 に お い て 、 こ れ ら の 規 定 に よ る 提 出 又 は 届 出 を し た 者 に 対 し 、 そ の 業 務 又 は 財 産 の 状 況 に 関 し 報 告 又 は 資 料 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。

2 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 必 要 な 限 度 に お い て 、 県 民 又 は 事 業 者 等 に 対 し 、 気 候 変 動 対 策 の 実 施 状 況 に 関 し 報 告 又 は 資 料 の

提 出 を 求 め る こ と が で き る 。

（ 勧 告 ）

第 六 十 六 条 知 事 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 に 対 し 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 勧 告 す る こ と が で き る 。

一 第 二 十 五 条 第 一 項 若 し く は 第 三 項 、 第 二 十 六 条 第 一 項 又 は 第 三 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し て 、 こ れ ら の 規 定 に 規 定 す る 書 類 の 提 出 を せ ず 、 又 は こ れ ら

の 書 類 に 記 載 す べ き 事 項 を 記 載 せ ず 、 若 し く は 虚 偽 の 記 載 を し て こ れ ら の 書 類 を 提 出 し た 者

二 第 三 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 提 出 し た 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 の 内 容 （ 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 届 け 出 た と き は 、 変 更 後 の 内 容 ） と 異 な る 工 事 を し て い

る と 認 め ら れ る 者

三 第 三 十 二 条 第 二 項 若 し く は 第 三 項 又 は 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 を せ ず 、 又 は 虚 偽 の 届 出 を し た 者

（ 勧 告 に 従 わ な い 場 合 の 公 表 ）

第 六 十 七 条 知 事 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 勧 告 を 受 け た 者 が 当 該 勧 告 に 正 当 な 理 由 な く 従 わ な い 場 合 は 、 そ の 旨 を 公 表 す る こ と が で き る 。

2 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 公 表 を し よ う と す る 場 合 は 、 あ ら か じ め 当 該 公 表 の 対 象 と な る 者 に 対 し 、 証 拠 を 提 出 し 、 及 び 意 見 を 述 べ る 機 会 を 与 え な け れ ば

な ら な い 。

（ 規 則 へ の 委 任 ）

第 六 十 八 条 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

第 八 章 罰 則

第 六 十 九 条 第 六 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 若 し く は 資 料 の 提 出 を せ ず 、 又 は 虚 偽 の 報 告 若 し く は 資 料 の 提 出 を し た 者 は 、 五 万 円 以 下 の 過 料 に 処 す る 。
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附 則

（ 施 行 期 日 ）

1 こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 九 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 廃 止 ）

2 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 （ 平 成 二 十 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 四 号 ） は 、 廃 止 す る 。

（ 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 廃 止 に 伴 う 経 過 措 置 ）

3 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 特 定 事 業 者 又 は 中 小 排 出 事 業 者 が 前 項 の 規 定 に よ る 廃 止 前 の 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 （ 以 下 「 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 」 と い

う 。 ） 第 十 九 条 第 一 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ り 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 提 出 し て い る 場 合 に は 、 当 該 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 第 二 十 五 条 第 一 項 又 は 第 四 項 の

規 定 に よ り 提 出 さ れ た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

4 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 特 定 事 業 者 又 は 中 小 排 出 事 業 者 が 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 第 十 九 条 第 三 項 （ 同 条 第 五 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ

り 変 更 後 の 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 提 出 し て い る 場 合 に は 、 当 該 変 更 後 の 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 第 二 十 五 条 第 三 項 （ 同 条 第 五 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） の 規 定 に よ り 提 出 さ れ た 変 更 後 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 計 画 書 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

5 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 第 三 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 者 が 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 第 三 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 建 築 物 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 提 出 し て い

る 場 合 に は 、 当 該 建 築 物 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 を 第 三 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 提 出 さ れ た 建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

6 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 第 三 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 者 が 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 第 三 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 建 築 物 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 の 変 更 の 届 出

を し て い る 場 合 に は 、 当 該 届 出 を 第 三 十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

7 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 則 で 定 め る 者 が 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 第 三 十 八 条 の 規 定 に よ る 環 境 に 配 慮 し た 自 動 車 の 運 転 等 を す る こ と を

推 進 す る 者 の 氏 名 そ の 他 必 要 な 事 項 の 届 出 を し て い る 場 合 に は 、 当 該 届 出 を 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 と み な し て 、 こ の 条 例 の 規 定 を 適 用 す る 。

8 こ の 条 例 の 施 行 前 に 旧 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 規 定 に よ り さ れ た 報 告 又 は 資 料 の 提 出 の 求 め 、 勧 告 、 公 表 そ の 他 の 行 為 は 、 こ の 条 例 の 相 当 規 定 に よ り さ れ た

も の と み な す 。

9 こ の 条 例 の 施 行 前 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 基 本 方 針 に 関 す る 経 過 措 置 ）

10 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 定 め ら れ て い る 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 県 の 基 本 的 な 方 針 で あ っ て 、 気 候 変 動 対 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 す る た め の も の は 、 第

八 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 基 本 方 針 と み な す 。

（ 指 針 に 関 す る 経 過 措 置 ）
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11 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 定 め ら れ て い る 気 候 変 動 対 策 に 関 す る 県 の 指 針 で あ っ て 、 県 民 及 び 事 業 者 等 が 気 候 変 動 対 策 を 推 進 す る に 当 た っ て 必 要 と な る も の

は 、 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 指 針 と み な す 。

（ 基 本 計 画 に 関 す る 経 過 措 置 ）

12 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 定 め ら れ て い る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 推 進 に 関 す る 県 の 基 本 的 な 計 画 で あ っ て 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 の 計 画 的 な 推 進

を 図 る た め の も の は 、 第 四 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 基 本 計 画 と み な す 。

（ 調 整 規 定 ）

13 こ の 条 例 の 施 行 の 日 が 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 附 則 第 一 条 第 二 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 前 で あ る 場 合 に は 、 同 日 の 前 日 ま で の 間

に お け る 第 三 十 二 条 第 六 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 第 十 八 条 」 と あ る の は 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の

合 理 化 等 に 関 す る 法 律 第 七 十 五 条 第 七 項 」 と 、 「 同 法 第 三 章 第 一 節 」 と あ る の は 「 同 条 第 一 項 」 と す る 。

提 案 理 由

脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 気 候 変 動 対 策 の 推 進 に 関 し 、 基 本 理 念 を 定 め 、 並 び に 県 、 県 民 及 び 事 業 者 の 責 務 を 明 ら か に す る と と も に 、 気 候 変 動 対 策 に 関 す る

基 本 方 針 の 策 定 そ の 他 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 県 、 県 民 、 事 業 者 等 が 相 互 に 連 携 し 、 一 体 と な っ て 気 候 変 動 対 策 の 推 進 を 図 り 、 も っ て 将 来 の 県 民 に 良

好 な 環 境 を 継 承 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 経 済 飛 躍 の た め の 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 経 済 飛 躍 の た め の 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 年 徳 島 県 条 例 第 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 中 第 六 号 を 第 七 号 と し 、 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 小 規 模 企 業 者 基 本 法 第 二 条 第 五 項 に 規 定 す る 小 規 模 企 業 者 で あ っ て 、 県 内 に 事 務 所 又 は 事 業 所 を 有 す る も の を い う 。

第 三 条 第 一 号 中 「 中 小 企 業 者 」 の 下 に 「 及 び 小 規 模 企 業 者 （ 以 下 「 頑 張 る 中 小 企 業 者 等 」 と い う 。 ） 」 を 加 え る 。

第 四 条 第 一 号 及 び 第 四 号 中 「 中 小 企 業 者 」 を 「 中 小 企 業 者 等 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

六 小 規 模 企 業 者 が 行 う 事 業 の 持 続 的 発 展 の た め の 取 組 を 支 援 す る と と も に 、 小 規 模 企 業 の 多 様 で 活 力 あ る 成 長 発 展 の 促 進 を 図 る こ と 。

第 五 条 の 見 出 し を 「 （ 中 小 企 業 者 等 の 責 務 ） 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

2 小 規 模 企 業 者 は 、 そ の 事 業 の 持 続 的 発 展 を 図 る た め 、 円 滑 か つ 着 実 に 事 業 を 運 営 す る と と も に 、 自 ら の 成 長 発 展 を 目 指 し 、 主 体 的 か つ 意 欲 的 な 事 業 活 動 に

努 め な け れ ば な ら な い 。

第 八 条 中 「 （ 基 本 法 第 二 条 第 五 項 に 規 定 す る 小 規 模 企 業 者 で あ っ て 、 県 内 に 事 務 所 又 は 事 業 所 を 有 す る も の を い う 。 ） 」 を 削 る 。

第 十 二 条 の 見 出 し 並 び に 同 条 第 一 項 及 び 第 三 項 か ら 第 六 項 ま で 、 第 十 五 条 の 見 出 し 及 び 同 条 第 一 項 並 び に 第 十 六 条 第 四 項 中 「 中 小 企 業 者 」 を 「 中 小 企 業 者 等 」

に 改 め る 。

第 十 八 条 を 第 十 九 条 と し 、 第 十 七 条 を 第 十 八 条 と し 、 第 十 六 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 小 規 模 企 業 の 振 興 ）

第 十 七 条 県 は 、 活 力 あ る 自 立 的 な 経 済 を 構 築 す る た め に 、 雇 用 を 支 え 、 新 た な 需 要 に 的 確 か つ 迅 速 に 対 応 で き る 小 規 模 企 業 の 振 興 に 努 め る も の と す る 。

第 八 号

徳 島 県 経 済 飛 躍 の た め の 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 経 済 飛 躍 の た め の 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 八 号 徳 島 県 経 済 飛 躍 の た め の 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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2 県 は 、 小 規 模 企 業 が 地 域 経 済 の 安 定 化 に 果 た す 役 割 の 重 要 性 を 認 識 し 、 創 業 及 び 起 業 、 小 規 模 企 業 者 の 事 業 の 承 継 並 び に 人 材 の 育 成 及 び 確 保 、 地 域 の 観 光

の 振 興 等 の 視 点 に 立 っ た 施 策 を 講 ず る も の と す る 。

3 県 は 、 小 規 模 企 業 者 の 円 滑 か つ 着 実 な 事 業 活 動 に 対 す る 支 援 に 努 め る と と も に 、 頑 張 る 中 小 企 業 者 を 目 指 す 小 規 模 企 業 者 の 主 体 的 か つ 意 欲 的 な 事 業 活 動 に

対 す る 支 援 に 努 め る も の と す る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

小 規 模 企 業 が 地 域 経 済 の 安 定 化 に 果 た す 役 割 の 重 要 性 並 び に 小 規 模 企 業 者 の 事 業 の 持 続 的 発 展 及 び 小 規 模 企 業 の 成 長 発 展 を 図 る 必 要 性 に 鑑 み 、 小 規 模 企 業 の

振 興 に 関 す る 施 策 を 一 層 推 進 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 警 察 本 部 の 内 部 組 織 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 警 察 本 部 の 内 部 組 織 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 条 中 第 二 十 三 号 を 第 二 十 四 号 と し 、 第 二 十 号 か ら 第 二 十 二 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 九 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

二 十 国 外 犯 罪 被 害 弔 慰 金 等 の 支 給 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 八 年 法 律 第 七 十 三 号 ） 第 三 条 に 規 定 す る 国 外 犯 罪 被 害 弔 慰 金 等 に 関 す る こ と 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 八 年 十 一 月 三 十 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

警 察 法 施 行 令 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 警 察 本 部 の 内 部 組 織 の 基 準 が 改 め ら れ た こ と に 伴 い 、 警 務 部 の 所 掌 事 務 に 国 外 犯 罪 被 害 弔 慰 金 等 の 支 給 に 関 す る 法 律 第 三 条

に 規 定 す る 国 外 犯 罪 被 害 弔 慰 金 等 に 関 す る こ と を 加 え る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 九 号

徳 島 県 警 察 本 部 の 内 部 組 織 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 警 察 本 部 の 内 部 組 織 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 九 号 徳 島 県 警 察 本 部 の 内 部 組 織 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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徳 島 県 警 察 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 警 察 関 係 手 数 料 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 の 五 十 五 の 項 の 1 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 、 「 七 千 四 百 円 」 を 「 七 千 五 十 円 」 に 改 め 、 同 表 の 五

十 五 の 二 の 項 の 1 中 「 又 は 中 型 自 動 車 仮 運 転 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 仮 運 転 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 仮 運 転 免 許 」 に 、 「 三 千 六 百 五 十 円 」 を 「 四 千 五 十 円 」 に 、 「 六

千 六 百 五 十 円 」 を 「 六 千 七 百 円 」 に 改 め 、 同 表 の 五 十 六 の 項 中 3 を 4 と し 、 2 を 3 と し 、 1 を 2 と し 、 同 2 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。

1 準 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 再 試 験 二 千 円 （ 道 路 交 通 法 第 百 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 準 中 型 自 動 車 の 運 転 に つ い て 必 要 な 技 能 に つ い て 行 う 試 験 を 公 安

委 員 会 が 提 供 す る 自 動 車 を 使 用 し て 受 け る 場 合 に あ っ て は 、 四 千 六 百 五 十 円 ）

別 表 第 一 の 六 十 二 の 項 の 1 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 、 「 二 万 三 千 四 百 五 十 円 」 を 「 二 万 三 千 百 円 」 に 改 め 、

同 項 の 5 の ㈠ か ら ㈥ ま で の 規 定 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 改 め 、 同 表 の 六 十 四 の 項 の 1 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免

許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 、 「 一 万 四 千 九 百 五 十 円 」 を 「 一 万 四 千 六 百 円 」 に 改 め 、 同 項 の 5 の ㈠ か ら ㈥ ま で の 規 定 中 「 又 は 中 型 自

動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 改 め 、 同 表 の 六 十 九 の 項 の 1 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 講 習 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中

型 自 動 車 免 許 に 係 る 講 習 （ 準 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 講 習 に あ っ て は 、 普 通 自 動 車 免 許 を 受 け て い る 者 に 対 す る も の に 限 る 。 ） 」 に 、 「 四 千 六 百 五 十 円 」 を 「 四 千

百 円 」 に 改 め 、 同 項 中 2 を 3 と し 、 1 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

2 準 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 講 習 （ 普 通 自 動 車 免 許 を 受 け て い る 者 に 対 す る も の を 除 く 。 ） 講 習 一 時 間 に つ い て 三 千 四 百 円

第 十 号

徳 島 県 警 察 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 警 察 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 九 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 十 号 徳 島 県 警 察 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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別 表 第 一 の 七 十 五 の 項 中 4 を 5 と し 、 3 を 4 と し 、 2 を 3 と し 、 1 を 2 と し 、 同 2 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。

1 準 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 講 習 講 習 一 時 間 に つ い て 二 千 百 五 十 円

別 表 第 一 の 七 十 七 の 項 の 1 及 び 2 を 次 の よ う に 改 め る 。

1 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 以 外 の 第 一 種 運 転 免 許 又 は 第 二 種 運 転 免 許 を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 九 十 七 条 の 二 第 一 項 第 三 号 イ 、 第 百 一 条

の 四 第 二 項 又 は 第 百 一 条 の 七 第 四 項 の 規 定 に よ り 認 知 機 能 検 査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の を 除 く 。 ） 四 千 六 百 五 十 円

2 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 以 外 の 第 一 種 運 転 免 許 又 は 第 二 種 運 転 免 許 を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 九 十 七 条 の 二 第 一 項 第 三 号 イ 又 は 第 百 一

条 の 四 第 二 項 の 規 定 に よ り 認 知 機 能 検 査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の に 限 る 。 ） 四 千 六 百 五 十 円 （ 当 該 認 知 機 能 検 査 の 結 果 が 認 知 症 の お そ れ が あ る こ

と そ の 他 の 認 知 機 能 が 低 下 し て い る お そ れ が あ る こ と を 示 す も の と し て 規 則 で 定 め る 基 準 に 該 当 す る も の に あ っ て は 、 七 千 五 百 五 十 円 ）

別 表 第 一 の 七 十 七 の 項 の 2 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

3 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 以 外 の 第 一 種 運 転 免 許 又 は 第 二 種 運 転 免 許 を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 百 一 条 の 七 第 四 項 の 規 定 に よ り 認 知 機 能

検 査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の に 限 る 。 ） 五 千 六 百 五 十 円

4 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 の み を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 九 十 七 条 の 二 第 一 項 第 三 号 イ 、 第 百 一 条 の 四 第 二 項 又 は 第 百 一 条 の 七 第 四 項 の

規 定 に よ り 認 知 機 能 検 査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の を 除 く 。 ） 二 千 円

5 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 の み を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 九 十 七 条 の 二 第 一 項 第 三 号 イ 又 は 第 百 一 条 の 四 第 二 項 の 規 定 に よ り 認 知 機 能 検

査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の に 限 る 。 ） 二 千 円 （ 当 該 認 知 機 能 検 査 の 結 果 が 認 知 症 の お そ れ が あ る こ と そ の 他 の 認 知 機 能 が 低 下 し て い る お そ れ が あ

る こ と を 示 す も の と し て 規 則 で 定 め る 基 準 に 該 当 す る も の に あ っ て は 、 四 千 三 百 円 ）

6 小 型 特 殊 自 動 車 免 許 の み を 受 け て い る 者 に 対 す る 講 習 （ 道 路 交 通 法 第 百 一 条 の 七 第 四 項 の 規 定 に よ り 認 知 機 能 検 査 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の に 限

る 。 ） 二 千 四 百 円

別 表 第 一 の 八 十 の 二 の 項 の 1 中 「 五 千 六 百 円 」 を 「 四 千 六 百 五 十 円 」 に 、 「 を 受 け た 者 に 対 す る も の で あ る 場 合 」 を 「 の 結 果 に 基 づ い て 行 う も の で あ っ て 、

当 該 認 知 機 能 検 査 の 結 果 が 認 知 症 の お そ れ が あ る こ と そ の 他 の 認 知 機 能 が 低 下 し て い る お そ れ が あ る こ と を 示 す も の と し て 規 則 で 定 め る 基 準 に 該 当 す る も の 」

に 、 「 五 千 二 百 円 」 を 「 七 千 五 百 五 十 円 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 の 七 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 、 「 二 千 八 百 円 」

を 「 二 千 四 百 五 十 円 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 の 八 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 の 九 中 「 又 は 中 型
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自 動 車 免 許 」 を 「 、 中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 、 「 二 千 八 百 五 十 円 」 を 「 二 千 五 百 円 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 の 十 中 「 又 は 中 型 自 動 車 免 許 」 を 「 、

中 型 自 動 車 免 許 又 は 準 中 型 自 動 車 免 許 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

1 こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 九 年 三 月 十 二 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

2 道 路 交 通 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 平 成 二 十 八 年 政 令 第 二 百 五 十 八 号 ） 附 則 第 六 条 第 一 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 （ 道 路 交 通 法 の 一 部 を 改 正 す

る 法 律 （ 平 成 二 十 七 年 法 律 第 四 十 号 ） 附 則 第 二 条 第 二 号 に 規 定 す る 限 定 が 解 除 さ れ た 者 を 除 く 。 ） に 対 す る 改 正 後 の 別 表 第 一 の 五 十 六 の 項 及 び 七 十 五 の 項 の

規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 表 の 五 十 六 の 項 の 1 中 「 二 千 円 」 と あ る の は 「 千 九 百 五 十 円 」 と 、 「 準 中 型 自 動 車 の 」 と あ る の は 「 道 路 交 通 法 の 一 部 を 改 正 す る

法 律 （ 平 成 二 十 七 年 法 律 第 四 十 号 ） に よ る 改 正 前 の 道 路 交 通 法 の 規 定 に よ る 普 通 自 動 車 に 相 当 す る 自 動 車 の 」 と 、 「 四 千 六 百 五 十 円 」 と あ る の は 「 二 千 八 百

五 十 円 」 と 、 同 表 の 七 十 五 の 項 の 1 中 「 二 千 百 五 十 円 」 と あ る の は 「 二 千 五 十 円 」 と す る 。

3 道 路 交 通 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 内 閣 府 令 （ 平 成 二 十 八 年 内 閣 府 令 第 四 十 九 号 ） 附 則 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ り な お 従 前 の 例 に よ る こ と と さ れ る 講

習 に 係 る 手 数 料 に つ い て は 、 改 正 後 の 別 表 第 一 の 七 十 七 の 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

4 運 転 免 許 に 係 る 講 習 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 （ 平 成 二 十 八 年 国 家 公 安 委 員 会 規 則 第 十 六 号 ） 附 則 第 二 項 の 規 定 に よ り な お 従 前 の 例 に よ る こ と

と さ れ る 講 習 の 基 準 に 適 合 す る 道 路 交 通 法 施 行 令 （ 昭 和 三 十 五 年 政 令 第 二 百 七 十 号 ） 第 三 十 七 条 の 六 の 二 第 一 号 に 規 定 す る 講 習 に 係 る 手 数 料 に つ い て は 、 改

正 後 の 別 表 第 一 の 八 十 の 二 の 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

提 案 理 由

道 路 交 通 法 等 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 準 中 型 自 動 車 免 許 に 係 る 運 転 免 許 試 験 等 の 手 数 料 を 定 め る と と も に 、 高 齢 者 講 習 等 の 手 数 料 の 額 を 改 め る 必 要

が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 土 地 改 良 事 業 徳 島 市 県営かんがい排水事業

広域営農団地農道整備事業

湛水防除事業

30，000，000

5，000，000

100，000，000

7，500，000

500，000

15，000，000

2．5／10以内

1／10以内

1．5／10以内

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 135，000，000 23，000，000 ―

鳴 門 市 基幹農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

53，000，000

190，000，000

10，000，000

61，000，000

4，558，000

42，750，000

600，000

4，575，000

0．86／10以内

2．25／10以内

0．6／10以内

1．5／10以内

小 計 314，000，000 52，483，000 ―

小 松 島 市 経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

10，000，000

8，000，000

45，000，000

750，000

480，000

6，750，000

2．25／10以内

0．6／10以内

1．5／10以内

第11号

平成28年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について

平成28年度県営土地改良事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円

第11号 平成28年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について
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小 計 63，000，000 7，980，000 ―

阿 南 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
経営体育成基盤整備事業

老朽ため池等整備事業

国営付帯県営農地防災事業

1，000，000

40，000，000

58，000，000

20，000，000

148，000，000

100，000

5，000，000

2，900，000

3，600，000

14，800，000

1／10以内

1．5／10以内

2．25／10以内

2／10以内

1／10以内

小 計 267，000，000 26，400，000 ―

吉 野 川 市 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

老朽ため池等整備事業

20，000，000

50，000，000

25，000，000

1，720，000

5，000，000

5，000，000

0．86／10以内

1／10以内

2／10以内

小 計 95，000，000 11，720，000 ―

阿 波 市 県営農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

老朽ため池等整備事業

12，000，000

25，000，000

20，000，000

3，000，000

5，335，000

4，000，000

2．5／10以内

2．25／10以内

2／10以内

小 計 57，000，000 12，335，000 ―

美 馬 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
老朽ため池等整備事業

40，000，000

5，000，000

125，000，000

4，000，000

750，000

25，000，000

1／10以内

1．5／10以内

2／10以内

小 計 170，000，000 29，750，000 ―

三 好 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業

54，500，000

84，000，000

5，450，000

10，600，000

1／10以内

1．5／10以内
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老朽ため池等整備事業 50，000，000 10，000，000 2／10以内

小 計 188，500，000 26，050，000 ―

勝 浦 町 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

35，000，000

25，000，000

3，010，000

2，500，000

0．86／10以内

1／10以内

小 計 60，000，000 5，510，000 ―

上 勝 町 広域営農団地農道整備事業 45，000，000 4，500，000 1／10以内

那 賀 町 広域営農団地農道整備事業 100，000，000 10，000，000 1／10以内

牟 岐 町 中山間地域農村活性化総合
整備事業 10，000，000 1，500，000 1．5／10以内

海 陽 町 老朽ため池等整備事業 10，000，000 300，000 0．8／10以内

松 茂 町 地盤沈下対策事業 60，000，000 3，600，000 0．6／10以内

藍 住 町 地盤沈下対策事業 150，000，000 9，000，000 0．6／10以内

板 野 町 国営付帯県営農地防災事業 7，000，000 525，000 1．5／10以内

上 板 町 県営かんがい排水事業

県営農道整備事業

国営付帯県営農地防災事業

50，000，000

10，000，000

93，000，000

12，500，000

2，500，000

6，975，000

2．5／10以内

2．5／10以内

1．5／10以内

小 計 153，000，000 21，975，000 ―

つ る ぎ 町 広域営農団地農道整備事業 80，000，000 8，000，000 1／10以内

東みよし町 広域営農団地農道整備事業 54，500，000 5，450，000 1／10以内
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提案理由

平成28年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項及び土地改良法第91条第6項の規定により議決を経る必要があ

る。これが，この案件を提出する理由である。

県営農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業

3，000，000

50，000，000

750，000

7，500，000

2．5／10以内

1．5／10以内

小 計 107，500，000 13，700，000 ―
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

広域漁港整備事業等 鳴 門 市 地域水産物供給基盤整備事
業
水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

50，000，000

83，500，000

21，036，000

7，000，000

11，690，000

4，207，200

14

14

20

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 154，536，000 22，897，200 ―

阿 南 市 水産物供給基盤機能保全事
業 33，000，000 4，620，000 14

牟 岐 町 広域漁港整備事業
水産物供給基盤機能保全事
業
漁港環境整備事業

100，000，000

20，000，000

12，000，000

10，000，000

2，800，000

1，680，000

10

14

14

小 計 132，000，000 14，480，000 ―

美 波 町 水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

20，000，000

6，000，000

2，800，000

1，200，000

14

20

第12号

平成28年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

平成28年度広域漁港整備事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円 ％

第12号 平成28年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

三校

５１

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

小 計 26，000，000 4，000，000 ―

海 陽 町 水産物供給基盤機能保全事
業 10，000，000 1，400，000 14

松 茂 町 水産物供給基盤機能保全事
業 18，000，000 2，520，000 14

再校

５２

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

第13号

平成28年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

平成28年度県営林道開設事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 林 道 開 設 事 業 美 馬 市 森林基幹道 160，000，000 17，120，000 10．7 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

三 好 市 森林基幹道 140，000，000 14，980，000 10．7

那 賀 町 森林基幹道 180，000，000 19，260，000 10．7

海 陽 町 森林基幹道 110，000，000 11，770，000 10．7

つ る ぎ 町 森林基幹道 70，000，000 7，490，000 10．7

円 円 ％

第13号 平成28年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

初校

５３

平成28年9月議案



54初校

平成28年9月議案



第14号

平成28年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について

平成28年度県単独道路事業費の一部を次のとおり受益市町村に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負担市町村 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 道 路 事 業 徳 島 市 道路局部改良事業 44，200，000 6，630，000 15 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

鳴 門 市 道路局部改良事業 5，950，000 892，500 15

小 松 島 市 道路局部改良事業 8，500，000 1，275，000 15

阿 南 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

29，750，000

1，275，000

4，462，500

127，500

15

10

小 計 31，025，000 4，590，000 ―

吉 野 川 市 道路局部改良事業 12，750，000 1，912，500 15

阿 波 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

29，750，000

595，000

4，462，500

59，500

15

10

小 計 30，345，000 4，522，000 ―

円 円 ％

第14号 平成28年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について

初校

５５

平成28年9月議案



美 馬 市 道路局部改良事業 54，400，000 8，160，000 15

三 好 市 道路局部改良事業 49，300，000 7，395，000 15

勝 浦 町 道路局部改良事業 12，750，000 1，912，500 15

上 勝 町 道路局部改良事業 8，500，000 1，275，000 15

佐那河内村 道路局部改良事業 8，500，000 1，275，000 15

石 井 町 道路局部改良事業 5，950，000 892，500 15

神 山 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

23，800，000

1，785，000

3，570，000

178，500

15

10

小 計 25，585，000 3，748，500 ―

那 賀 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

29，750，000

595，000

4，462，500

59，500

15

10

小 計 30，345，000 4，522，000 ―

牟 岐 町 道路局部改良事業 8，500，000 1，275，000 15

美 波 町 道路局部改良事業 17，000，000 2，550，000 15

海 陽 町 道路局部改良事業 12，750，000 1，912，500 15

松 茂 町 道路局部改良事業 5，100，000 765，000 15

藍 住 町 道路局部改良事業 8，500，000 1，275，000 15

板 野 町 道路局部改良事業 5，950，000 892，500 15

初校

５６

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について，道路法第52条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理

由である。

上 板 町 道路局部改良事業 11，050，000 1，657，500 15

つ る ぎ 町 道路局部改良事業 17，000，000 2，550，000 15

東みよし町 道路局部改良事業 21，250，000 3，187，500 15

初校

５７

平成28年9月議案



58初校

平成28年9月議案



第15号

平成28年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について

平成28年度県営都市計画事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県営都市計画事業等 徳 島 市 公共街路事業

緊急地方道路整備事業
旧吉野川流域下水道建設事
業

80，000，000

700，000，000

48，636，600

8，000，000

70，000，000

8，106，100

1／10

1／10

1／6

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 828，636，600 86，106，100 ―

鳴 門 市 旧吉野川流域下水道建設事
業 108，798，900 18，133，150 1／6

石 井 町 緊急地方道路整備事業 120，000，000 12，000，000 1／10

松 茂 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 24，009，300 4，001，550 1／6

北 島 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 41，406，000 6，901，000 1／6

藍 住 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 65，755，200 10，959，200 1／6

板 野 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 20，394，000 3，399，000 1／6

円 円

第15号 平成28年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について

再校

５９

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項及び下水道法第31条の2第2項の規定により議決を経る必要が

ある。これが，この案件を提出する理由である。

初校

６０

平成28年9月議案



事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 砂 防 事 業 等 阿 波 市 県単独砂防事業 3，400，000 850，000 25／100 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

美 馬 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

45，000，000

5，950，000

3，500，000

1，487，500

5／100・1／10・
2／10
25／100

小 計 50，950，000 4，987，500 ―

三 好 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

90，000，000

3，400，000

6，000，000

850，000

5／100・1／10

25／100

小 計 93，400，000 6，850，000 ―

勝 浦 町 急傾斜地崩壊対策事業 50，000，000 5，000，000 1／10

神 山 町 県単独砂防事業 3，400，000 850，000 25／100

那 賀 町 急傾斜地崩壊対策事業 20，000，000 1，000，000 5／100

第16号

平成28年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について

平成28年度県単独砂防事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円

第16号 平成28年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について

三校

６１

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

県単独砂防事業 3，400，000 850，000 25／100

小 計 23，400，000 1，850，000 ―

牟 岐 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

50，000，000

12，750，000

3，000，000

637，500

5／100・1／10

5／100

小 計 62，750，000 3，637，500 ―

美 波 町 県単独砂防事業 12，750，000 637，500 5／100

海 陽 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

70，000，000

12，750，000

4，000，000

637，500

5／100・1／10

5／100

小 計 82，750，000 4，637，500 ―

つ る ぎ 町 急傾斜地崩壊対策事業 40，000，000 2，500，000 5／100・1／10

東みよし町 県単独砂防事業 2，550，000 637，500 25／100

再校

６２

平成28年9月議案



提案理由

平成28年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

事 業 の 名 称 負 担 市 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

港 湾 建 設 事 業 徳 島 市 港湾改修事業

港湾環境整備事業

60，000，000

9，000，000

9，000，000

1，350，000

15

15

事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。小 計 69，000，000 10，350，000 ―

阿 南 市 港湾改修事業 60，000，000 9，000，000 15

第17号

平成28年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

平成28年度港湾建設事業費の一部を次のとおり受益市に負担させるものとする。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円 ％

第17号 平成28年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

再校

６３

平成28年9月議案



64初校

平成28年9月議案



請負契約書中「5 契約金額 1，868，400，000円」を「5 契約金額 1，895，554，440円」に改める。

提案理由

工事の請負契約の契約金額の変更に伴い，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議決を経る必要がある。これ

が，この案件を提出する理由である。

第18号

一般国道195号道路改築工事出合大橋上部工の請負契約の変更請負契約について

平成25年12月19日議決を経た一般国道195号道路改築工事出合大橋上部工の請負契約の変更請負契約を次のとお
り締結する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第18号 一般国道195号道路改築工事出合大橋上部工の請負契約の変更請負契約について

再校

６５

平成28年9月議案



66初校

平成28年9月議案



1 工 事 名 徳島阿波おどり空港旅客ターミナルビル増築他工事のうち建築工事

2 工 事 箇 所 板野郡松茂町

3 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成30年1月31日まで

4 契 約 金 額 977，400，000円

5 契 約 の 方 法 一般競争入札

6 契 約 の 相 手 方 島谷建設・北島建設・平山建設 徳島阿波おどり空港増築他工事のうち建築工事共同企業体

代表構成員 徳島市富田橋7丁目17番地

株式会社 島谷建設

代 表 取 締 役 島 谷 速 敏

構 成 員 徳島市中洲町1丁目14番地

株式会社 北島建設

代 表 取 締 役 北 島 誠 祐

構 成 員 徳島市大松町榎原外77番地10

平山建設株式会社

代 表 取 締 役 平 山 洋 介

第19号

徳島阿波おどり空港旅客ターミナルビル増築他工事のうち建築工事の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第19号 徳島阿波おどり空港旅客ターミナルビル増築他工事のうち建築工事の請負契約について

再校

６７

平成28年9月議案



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校

６８

平成28年9月議案



1 工 事 名 徳島県立阿南工業高等学校改築工事のうち建築工事

2 工 事 箇 所 阿南市宝田町

3 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成30年1月31日まで

4 契 約 金 額 1，449，360，000円

5 契 約 の 方 法 一般競争入札

6 契 約 の 相 手 方 島谷建設・鳳建設・平山建設 徳島県立阿南工業高等学校改築工事のうち建築工事共同企業体

代表構成員 徳島市富田橋7丁目17番地

株式会社 島谷建設

代 表 取 締 役 島 谷 速 敏

構 成 員 阿南市宝田町出口4番地の2

鳳建設株式会社

代 表 取 締 役 福 井 秀 樹

構 成 員 徳島市大松町榎原外77番地10

平山建設株式会社

代 表 取 締 役 平 山 洋 介

第20号

徳島県立阿南工業高等学校改築工事のうち建築工事の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第20号 徳島県立阿南工業高等学校改築工事のうち建築工事の請負契約について

再校

６９

平成28年9月議案



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校

７０

平成28年9月議案



地方独立行政法人徳島県鳴門病院第2期中期目標

前文

地方独立行政法人徳島県鳴門病院は，平成25年4月の法人設立以降，県北部をはじめ香川県東部や兵庫県淡路島地域の政策医療を担い，地域の中核的かつ急

性期病院として重要な役割を果たしている。

また，看護専門学校，健康管理センター，訪問看護ステーション及び居宅介護支援センターを併設し，地域全体で治し，支える「地域完結型」の医療提供体

制の確保に取り組んでいるところである。

急速に進む人口減少や少子高齢化など社会構造が変化する中，医療需要の増加や疾病構造の変化，それに伴う県民の医療に対する意識やニーズの変化など，

医療を取り巻く環境は大きく変わりつつある。

こうした中，「徳島県地域医療構想」では，地域にふさわしい医療機能の分化・連携や地域の医療提供体制の将来あるべき姿が示されるなど，本県の医療政

策は大きな転換期を迎えている。

地方独立行政法人徳島県鳴門病院においても，地域にふさわしい良質かつ適切な医療を提供し，経営の効率化を図るとともに，「徳島県地域医療構想」を踏

まえ，地域の医療提供体制について果たすべき役割を明確化し，在宅医療の推進や地域包括ケアシステムの構築に向けて積極的な役割を果たす必要がある。

このため，第2期中期目標を次のとおり定めることとし，地方独立行政法人制度の特徴である自主性や効率性を十分に発揮しつつ，地域の医療水準の更なる

向上や地域住民の健康増進につながるよう地方独立行政法人徳島県鳴門病院の基本となるべき方向性を示すこととする。

特に，運営に当たっては，「徳島県地域医療構想」をはじめとする徳島県の医療行政施策にのっとり，地域づくりとしての医療を推進し，地域の中核的病院

として更なる公的役割を担うとともに，地域住民から信頼される病院を目指していくことを求めるものとする。

第21号

地方独立行政法人徳島県鳴門病院第2期中期目標の策定について

地方独立行政法人徳島県鳴門病院の第2期中期目標を次のように定める。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第21号 地方独立行政法人徳島県鳴門病院第2期中期目標の策定について

再校

７１

平成28年9月議案



第1 中期目標の期間

平成29年4月1日から平成33年3月31日までの4年間とする。

第2 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1 診療事業

()1 良質かつ適切な医療の提供

ア 地域の中核的かつ急性期を担う病院として，地域住民の医療を支える基本機能を提供しつつ，地域の医療水準向上のための機能充実に努めること。

イ 最適で確実な治療を提供するため，各種診療ガイドライン等に基づくクリティカルパスを促進するとともに医療安全対策を徹底し，医療の質の向上

を図ること。

()2 患者の視点に立った医療の提供

ア 接遇や院内環境の整備に来院者の意見や要望を反映し，患者サービスの向上推進に努めること。

イ 患者の個人情報について法・条例に基づき適切に取り扱い，臨床における倫理的課題に積極的に取り組むとともに，医療相談体制を充実し，患者の

利便性向上に努めること。

()3 救急医療の強化

県北部の主要な2次救急医療機関として受入体制の強化を図るとともに，地域の1次救急医療機関との役割分担や連絡体制の整備，消防機関との連携

強化に努めること。

()4 がん医療の充実

地域がん診療連携推進病院として県内のがん診療連携拠点病院との連携を図るとともに，集学的治療の推進やチーム医療によるがん診療の質の向上及

び緩和ケアの提供など，がん医療の充実に努めること。

()5 生活習慣病に対する医療の促進

地域住民に対する生活習慣病の発症予防啓発を促進するとともに，健康管理センターでの予防健診の充実や受入の拡大に努めること。

()6 産科医療や小児医療の充実

産科及び小児科の診療体制の確保に努めるとともに，他の診療科との連携や役割分担を促進し，病院全体で産科医療や小児医療の充実強化を図ること。

()7 特徴を発揮した医療の推進

県内唯一の医療分野である「手の外科」等，専門的な人材能力を活かした鳴門病院の特徴となる医療の充実に努めること。

2 地域医療・介護支援

初校

７２

平成28年9月議案



()1 医療・介護連携の充実

ア 地域医療支援病院として地域の医療機関との連携を一層強化し，「紹介率・逆紹介率」の維持・向上に努めること。

イ 医療連携体制に基づく地域完結型の医療を実現するため，地域連携クリティカルパスの整備普及に努めること。

ウ 地域の基幹病院としての役割を担うため，整備が図られた高度医療機器を積極的に活用し，地域の医療水準の向上に努めること。

エ 地域包括ケアシステムの構築に向けて，退院後の療養支援や地域の訪問看護・居宅介護の質の向上に向けた支援に努めること。

()2 地域住民の健康維持への貢献

健康管理センターにおける健診活動の推進を図るとともに，地域住民の健康に対する啓発を促進し，住民の健康に有用な医療情報の公開・提供に努め

ること。

3 災害時における医療救護

()1 医療救護活動の拠点機能

災害拠点病院として，災害発生時の傷病者の受入体制を構築するとともに，地域の医療機関や他の災害拠点病院との連携を強化するなど，医療救護体

制の拡充に努めること。

()2 他地域における医療救護への協力

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の技能向上を図り，他地域における医療救護活動への協力体制の強化に努めること。

4 人材の確保・養成

()1 質の高い医師の確保・養成

ア 医療水準の向上を図るため，専門的な教育や研修の充実を推進し，質の高い医師の確保・養成に努めること。

イ 臨床研修病院として，他の臨床研修病院との連携や特色のある臨床研修プログラムの設定等により臨床研修医の確保に努めるとともに，質の高い研

修指導医の養成に取り組むこと。

()2 医療従事者の確保・養成

看護師やその他のコメディカル等の専門性の向上を図るため，研修制度の整備や資格取得を促進すること。

()3 看護専門学校の充実強化

ア 質の高い教員の計画的な養成に努めるとともに，病院や県との連携により教育内容の質の向上を図ること。

イ 県内の高等学校等との連携強化を図り，優秀な看護学生の確保に努めるとともに，県内の医療機関への就職を促進すること。

第3 業務運営の改善及び効率化に関する事項

初校

７３

平成28年9月議案



1 業務運営体制

()1 効果的な業務運営の推進

理事長及び院長のリーダーシップにより経営効率の高い業務執行体制を確立すること。

()2 事務職員の専門性の向上

病院事務に精通した事務職員の育成に努め，専門性の向上に努めること。

()3 人事評価システムの構築

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を適正に評価することにより，努力した職員が相応な処遇を受け，もって優れた人材

の育成及び活用が図られる新たな人事評価制度を構築すること。

2 業務運営方法

()1 県立病院との連携

医薬品等の共同交渉や人事交流，災害時の協力等を推進し，県立病院との連携によるより効果的な医療提供体制を構築すること。

()2 収入の確保

ア 入院・外来患者数の増加や病床利用率の向上，特徴を発揮した医療の推進などにより，収益力の強化を図ること。

イ 診療報酬の請求漏れや未収金の未然防止等に努めること。

()3 費用の抑制

ア 医薬品や診療材料等の購入について，県立病院との共同交渉の促進や在庫管理の適正化等により，費用の抑制に努めること。

イ 契約方法について，透明性や公平性の確保に努めるとともに，定期的な見直しを行い，費用の節減や事務の簡素化を図ること。

第4 財務内容の改善に関する事項

1 経常収支比率

収益力の強化や業務運営の効率化を図ることにより，中期目標期間の最終年度までに経常収支比率100％以上を達成すること。

2 医業収支比率

医業収支比率について，同規模の公立病院と比較する等により適切な数値目標を定め，達成すること。

3 その他の経営指標

収入の確保や経費削減に係るその他の経営指標について，同規模の公立病院と比較する等により適切な数値目標を定め，達成すること。

第5 その他業務運営に関する重要事項

初校

７４

平成28年9月議案



1 施設及び設備の整備

施設及び設備について，医療技術の進展や地域の医療需要，費用対効果等を総合的に勘案し計画的に整備すること。

2 職員の就労環境の向上

()1 良好な職場環境づくり

職員間のコミュニケーションを図り，良好な職場環境づくりに努めること。

()2 就労環境の整備

育児支援体制の充実を図るなど，職員が安心して働くことのできる就労環境を整備すること。

提案理由

地方独立行政法人法第25条第1項の規定により，地方独立行政法人徳島県鳴門病院の第2期中期目標を定めるに当たり，同条第3項の規定により議決を経る

必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

再校

７５

平成28年9月議案



76初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算について，地方自治法第233条第3項の規定により認定に付する必要がある。これが，

この案件を提出する理由である。

第22号

平成27年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

平成27年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認
定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第22号 平成27年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

初校

７７

平成28年9月議案



78初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県病院事業会計決算について，地方公営企業法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第23号

平成27年度徳島県病院事業会計決算の認定について

平成27年度徳島県病院事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第23号 平成27年度徳島県病院事業会計決算の認定について

初校

７９

平成28年9月議案



80初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県電気事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成27年度徳島県電気事

業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第24号

平成27年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成27年度徳島県電気事業会計の剰余金を処分し，平成27年度徳島県電気事業会計の決算を監査
委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第24号 平成27年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

再校

８１

平成28年9月議案



82初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成27年度徳島県

工業用水道事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第25号

平成27年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成27年度徳島県工業用水道事業会計の剰余金を処分し，平成27年度徳島県工業用水道事業会計
の決算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第25号 平成27年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

８３

平成28年9月議案



84初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成27年度徳島県土

地造成事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第26号

平成27年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成27年度徳島県土地造成事業会計の剰余金を処分し，平成27年度徳島県土地造成事業会計の決
算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第26号 平成27年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

８５

平成28年9月議案



86初校

平成28年9月議案



提案理由

平成27年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成27年度徳島県駐車

場事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第27号

平成27年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成27年度徳島県駐車場事業会計の剰余金を処分し，平成27年度徳島県駐車場事業会計の決算を
監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成28年 9 月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第27号 平成27年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

８７

平成28年9月議案



88初校

平成28年9月議案





1 被控訴人は，控訴人に対し，10万円及びこれに対する平成24年7月25日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

2 控訴人の乙事件に係るその余の請求を棄却する。

()3 訴訟費用は，第1，2審を通じて，これを20分し，その1を被控訴人の負担とし，その余を控訴人の負担とする。

()4 この判決は，第2項1に限り，仮に執行することができる。

4 上 告 の 趣 旨

原判決中，上告人の敗訴部分を破棄し，さらに相当の裁判を求める。

5 上告受理の申立ての趣旨

()1 本件上告を受理する。

()2 原判決中，上告受理申立人の敗訴部分を破棄し，さらに相当の裁判を求める。

提案理由

高松高等裁判所平成27年（行コ）第3号不利益処分取消，損害賠償請求控訴事件の上告及び上告受理の申立てについて，地方自治法第179条第1項の規定に

より専決処分したので，同条第3項の規定により報告し，その承認を求める必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

三校

９０

平成28年9月議案



報告第1号

平成27年度決算に係る健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定により，平成27年度決算に係る健全化判断比率を
別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成28年 9 月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実 質 公 債 費 比 率 将 来 負 担 比 率

―

（3．75）

―

（8．75）

16．7

（25．0）

180．4

（400．0）

（備考） 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，「―」と記載した。（ ）内は，早期健全化基準を記載した。

％％ ％ ％ ％

報告第1号 平成27年度決算に係る健全化判断比率の報告について

初校

９１

平成28年9月議案
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報告第2号

平成27年度決算に係る資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定により，平成27年度決算に係る資金不足比率を別
冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成28年 9 月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

会 計 名 資 金 不 足 比 率

徳 島 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 病 院 事 業 会 計 ―

徳 島 県 電 気 事 業 会 計 ―

徳 島 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 ―

徳 島 県 土 地 造 成 事 業 会 計 ―

徳 島 県 駐 車 場 事 業 会 計 ―

（備考） 資金不足額がないため，「―」と記載した。

％

報告第2号 平成27年度決算に係る資金不足比率の報告について

初校

９３

平成28年9月議案



94初校

平成28年9月議案



損害賠償の額の決定及び和解について

交通事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

徳島市在住 1名 165，240 平成27年12月22日 徳島市地内 平成28年8月31日

徳島市在住 1名 176，191 平成27年12月25日 徳島市地内 平成28年8月31日

徳島市在住 1名 23，835 平成28年1月7日 徳島市地内 平成28年8月31日

徳島市在住 1名 137，473 平成28年1月15日 徳島市地内 平成28年8月31日

海部郡牟岐町在住 1名 519，516 平成28年2月8日 海部郡美波町地内 平成28年8月31日

徳島市所在 1法人 159，840 平成28年3月4日 徳島市地内 平成28年8月31日

岡山県岡山市所在 1法人 53，908 平成28年3月29日 香川県さぬき市地内 平成28年8月31日

報告第3号

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成28年 9 月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円

報告第3号 損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

９５

平成28年9月議案



海部郡美波町在住 1名 643，575 平成28年2月17日 小松島市地内 平成28年9月2日

板野郡板野町在住 1名 275，000 平成28年5月9日 徳島市地内 平成28年9月2日

徳島市在住 1名 28，858 平成28年5月9日 徳島市地内 平成28年9月2日

再校

９６

平成28年9月議案



損害賠償の額の決定及び和解について

道路事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第4号

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成28年 9 月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

徳島市在住 1名 72，000 平成28年2月9日 阿南市地内
（県道阿南鷲敷日和佐線） 平成28年8月16日

美馬市在住 1名 168，000 平成28年3月6日 三好市地内
（県道鳴門池田線） 平成28年8月16日

阿南市在住 1名 29，000 平成28年3月18日 阿南市地内
（県道羽ノ浦福井線） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 118，000 平成28年3月25日 那賀郡那賀町地内
（県道日和佐上那賀線） 平成28年8月16日

板野郡上板町在住 1名 169，000 平成28年4月1日 那賀郡那賀町地内
（国道193号） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 170，000 平成28年4月13日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 118，000 平成28年5月7日 那賀郡那賀町地内
（県道阿南相生線） 平成28年8月16日

円

報告第4号 損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

９７

平成28年9月議案



那賀郡那賀町在住 1名 224，000 平成28年5月26日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 110，000 平成28年5月27日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 77，000 平成28年6月5日 阿南市地内
（県道阿南鷲敷日和佐線） 平成28年8月16日

那賀郡那賀町在住 1名 428，000 平成28年6月10日 阿南市地内
（県道阿南鷲敷日和佐線） 平成28年8月16日

美馬市在住 1名 99，000 平成28年6月13日 美馬市地内
（国道492号） 平成28年8月16日

再校

９８

平成28年9月議案



報告第5号

地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成27年度に係る業務の実績に関する評価結果について

地方独立行政法人法第28条第5項の規定により，地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成27年度に係る業務の実
績に関する評価結果を別冊のとおり報告する。

平 成28年 9 月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

報告第5号 地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成27年度に係る業務の実績に関する評価結果について

初校
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